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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）関係機

関との討議議事録（R/D）に基づき、地球規模課題対応国際科学技術協力「持続可能な地域農業・

バイオマス産業の融合プロジェクト」を 2009 年 10 月から 5 カ年間の予定で実施してきました。 

今般、本プロジェクトの協力期間の終了を 2014 年 10 月末に控え、進捗や実績を確認のうえで

目標及び成果達成に向けた貢献・阻害要因を分析すること、評価５項目（妥当性、有効性、効率

性、インパクト及び持続性）の観点から日本・ベトナム側双方で総合的にプロジェクトを評価す

ること、及び今後の対策について提言を行うこと、教訓をまとめることを目的として、2014 年 7

月 23 日から 8 月 7 日まで終了時評価調査団を現地に派遣しました。 

現地ではベトナム側の団員と合同評価調査団を形成し、評価結果を合同評価報告書に取りまと

め、ベトナム側の政府関係者と今後の方向性について協議し、ミニッツ（M/M）に署名を取り交

わしました。本報告書は、その結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあ

たり広く活用されることを願うものです。 

終わりに本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係者の皆様に対し、心から感謝の意を

表します。 

 

平成 26 年 8 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国 名：ベトナム社会主義共和国 案件名：持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合プロ

ジェクト 

分 野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト（SATREPS） 

所轄部署：農村開発部水田地帯第

一課 

協力金額（評価時点）：約 3 億 6,000 万円 

協力期間（R/D）：2009 年 10 月 8

日～2014 年 10 月 7 日（5 年間） 

先方関係機関：ホーチミン市工科大学（HCMUT）、ホーチ

ミン市科学技術部局（DOST-HCM）、熱帯生

物学研究所（ITB）、ハノイ工科大学（HUST）

日本側協力機関：東京大学生産技術研究所（IIS-UT）、東京

大 学 大 学 院 農 学 生 命 科 学 研 究 科

（GSALS-UT）、農業・食品産業技術総合

研究機構農村工学研究所（NIRE-NARO）

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ベトナム社会主義共和国は（以下、「ベトナム」と記す）、人口約 8,600 万人、国土面積約 33

万 km2、山岳・丘陵地帯を多く有する国である。産業構造は、ドイモイ政策後、工業化が進ん

でいる一方、人口の 70%は農業に従事するなど、農業は依然としてベトナムの主要産業である。

かつて食料輸入国であったベトナムは、現在では、国民の主食であるコメの上位輸出国とな

るなど、生産量の拡大に成功している。一方で、人口は増加し続けているため、その消費量も

年々増え続けている。加えて、過剰な森林伐採による土壌の流出や水不足に起因する作物の収

穫量の減少や、近年、多発する洪水や干ばつ等、特に山岳地域の多い北部地域などでは、自給

用の食料を確保できない農家が数多く存在するなど、長期的な食料の安定供給は大きな課題で

あり、食料安全保障の確保と米輸出の促進等、適切な農業生産構造の構築が開発方針として掲

げられている。 

また、ベトナムにおいては、近年の経済成長に比例して電力需要が増大しており、電力・一

次エネルギーの確実な供給を確保する必要に迫られている。今後のエネルギー需給は、エネル

ギー供給が年率 4.5～5.5％程度の伸びに対して、エネルギー需要は年率 5.5～7.5％程度の伸び

と予測され、2015～2020 年頃にはエネルギー純輸入国になると予測されている。 

このように経済が順調に成長する一方で、都市部と人口の約 7 割が居住する農村部との地域

間格差が広がっている。 

これらベトナムの抱える諸課題に対し、①食料及びエネルギーの安定確保、②地球温暖化防

止、③地域環境保全及び改善、④農村地域住民の生計向上及び貧困削減対策、となり得る社会

システムを構築することを目的とした「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」システ

ムを構築し、実証する科学技術協力が要請された。本事業は、地域住民の生活と生計の安定及

び地域の環境保全に資する研究の実施を行うものである。 

2009 年 8 月、科学技術協力事業の協力内容を検討するために詳細計画策定調査団を派遣し、

科学技術協力に係る協議議事録（M/M）の署名を行い、2009 年 10 月 8 日にベトナム側と討議

議事録（R/D）に署名し交換した。 
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１－２ 協力内容 

本事業では稲などのバイオマス資源が豊富なベトナム南部のパイロット地域において、畜産、

果樹・野菜栽培、魚養殖などの複合的な一次産業の農業副産物や廃棄物等から、バイオエタノ

ール、バイオガス、バイオプロダクツ等のバイオ燃料・資材等を生産、消費し、地産地消型の

バイオマス活用システムの設計・構築とその実現に必要な研究技術開発を行い、「持続可能な地

域農業・バイオマス産業の融合」システムのモデルの有効性を検証することを目的とする。 

 

（１）プロジェクト目標 

ベトナム南部地域において、稲わら等の未利用バイオマスからのバイオエタノール生産

及び家畜排せつ物等の廃棄物系バイオマスからのバイオガス生産の複合化を中心とした

「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」システムの有効性が実証される。 

 

（２）成 果 

１）「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」システムの設計手法が明らかにされる。

２）小規模分散型・地産地消型のバイオエタノール及びバイオガスの生産を中軸とするバ

イオマスリファイナリープロセスが農村地域において実証される。 

３）バイオマスリファイナリープロセスを構成する新規の要素技術（稲わら、もみ殻など

の農業残さ等を原料とするバイオ燃料・資材の製造技術）が研究開発される。 

 

（３）投 入（評価調査時点） 

１）日本側 

長期専門家派遣：1 名（業務調整員） 

短期専門家派遣：20 名（合計 1,972 日） 

本邦研修：業務出張 22 名、本邦研修 2 名（うち、1 名は 4 度参加） 

機材供与：HCMUT 研究プラント機材、タイミー村デモンストレーションプラント機

材、コピー機・コンピュータ等オフィス機器等 

現地活動費支出：合計 2,599 万 4,805 円（執行中の 2014 年度予算約 37 万 9,700 円1を

含む） 

２）ベトナム側 

C/P 職員の配置：HCMUT、DOST-HCM、ITB、HUST から合計 32 名 

土地・施設・建物：HCMUT キャンパス内プロジェクトオフィス（電話配備あり）、

HCMUT 研究プラントの建屋及び机・冷房機器・コピー機等の設

備、炭化システム装置、電気炉（3 台）、タイミー村バイオマスデ

モンストレーションプラントの用地、プラントの建屋、バイオガ

スシステム一式 

活動経費：上記土地・施設・建物の経費を含む合計約 9,714 万 3,480 円2（執行中の 2014

年度予算約 908 万 6,400 円3を含む） 

 

 

 

                                                        
1 3,700 米ドルを 2014 年度 JICA 統制レート 4 月～7 月の平均値を用いて円に換算した。 
2 226 億 4,440 万ベトナムドンを各年の JICA 統制レート平均値を用いて円に換算した。 
3 18 億 9,300 万ベトナムドンを 2014 年度 JICA 統制レート 4 月～7 月の平均値を用いて円に換算した。 
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２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

総  括 小林 健一郎 JICA 農村開発部水田地帯第一課 課長 

調査企画 朝川 知佳 JICA 農村開発部水田地帯第一課 職員 

評価分析 大橋 由紀 合同会社適材適所 

SATREPS 計画・評価 

（＊オブザーバー参加） 

国分 牧衛 東北大学大学院農学研究科 教授 

SATREPS 計画・評価 

（＊オブザーバー参加） 

梅村 佳美 独立行政法人科学技術振興機構（JST）地球規

模課題国際協力室 調査員 

調査期間：2014 年 7 月 23 日～8 月 7 日 調査の種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）成果１：「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」システムの設計手法が明らかに

される。 

成果１は達成されたと判断できる。本成果は、バイオマス利活用を推進するための PDCA

（Plan-Do-Check-Action）サイクルにおいて、設計までをどのように進めるべきか明らかに

することをめざすものであった。異なる地域特性をもつ 3 つの村落を対象とした基礎デー

タ（地域の情報やバイオマス利用技術の情報）の収集・整理が行われ、それぞれの地域に

バイオマス産業を組み込んだ場合の物質及びエネルギーフローが分析・評価され、バイオ

マス利活用モデル（バイオマスタウン）が提示された。タイミー村では圃場試験の結果を

含む詳細解析も行われた。これらの結果、持続的な地域農業・バイオマス産業の融合シス

テムの設計をどのように進めるべきかが取りまとめられ、バイオマス利活用による新たな

農業の姿の例が示された。 

 

（２）成果２：小規模分散型・地産地消型のバイオエタノール及びバイオガスの生産を中軸と

するバイオマスリファイナリープロセスが農村地域において実証される。 

成果２は達成されたと判断できる。本成果では、HCMUT 研究プラントや対象となる農

村のデモンストレーションプラントを設置・稼働することをめざしている。HCMUT 研究

プラントでは稲わらを原料とするバイオエタノールのリファイナリープロセス、タイミー

村デモンストレーションプラントでは木質バイオマスの炭化／発電複合プロセスと家畜排

泄物のメタン発酵のプロセスが構築され、両プロセスともに設計に沿った性能が確認され

た。また各プラントでは、生産コストを下げるための研究や、必要な工学データの収集が

行われた。予定していた活動はすべて完了しており、プラントでの調査・研究の結果はバ

イオマス利活用モデル（バイオマスタウンモデル）の設計・評価に活用された。 

 

（３）成果３：バイオマスリファイナリープロセスを構成する新規の要素技術（稲わら、もみ

殻などの農業残さ等を原料とするバイオ燃料・資材の製造技術）が研究開発さ

れる。 

成果３は一部の先進的な研究がプロジェクト期間内には新規技術開発に至らなかったも

のの、着実に達成されてきたと評価できる。本成果では、バイオエタノール生産のための

リグノセルロース系バイオマス新規前処理・糖化、バイオ燃料、機能付加飼料・肥料、高

付加価値物質の製造、バイオマスリファイナリープロセスにおける新規分離技術の技術開

発がめざされた。各研究者の尽力の結果、それぞれの研究で新たな知見や技術が得られた。
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特に分離技術においては、新規性の高い研究結果が得られた。その一方、スロー前処理・

糖化技術等、プロジェクト期間内には新規技術開発に至らなかったものもあり、それらに

ついては今後の研究継続やこれまでの研究結果の実用化が期待されている。 

 

（４）プロジェクト目標：ベトナム南部地域において、稲わら等の未利用バイオマスからのバ

イオエタノール生産及び家畜排せつ物等の廃棄物系バイオマスから

のバイオガス生産の複合化を中心とした「持続可能な地域農業・バ

イオマス産業の融合」システムの有効性が実証される。 

各活動の達成状況のとおり、パイロットプラントの実稼働が達成され、「持続可能な地域

農業・バイオマス産業の融合」システムの有効性の実証が行われており、プロジェクトは

目標達成に向けて着実に進捗を遂げてきたと評価できる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、環境負荷の低減やエネルギーの安定供給が求められるなか、未利用

なバイオマス資源が豊富に存在するベトナムの農村の現状やニーズに適合していること、

国家グリーン成長戦略等ベトナム政府の政策と一致していること、日本の対ベトナム国別

援助方針と整合していることが確認された。また、本プロジェクトのコンセプト・アプロ

ーチ・計画内容は適切であったと関係者から評価されており、バイオマスタウンのモデル

シナリオとその中核となる小規模バイオマスリファイナリープロセスのパイロット試験施

設は国内外から注目を浴びている。以上のことから、終了時評価時点でも引き続き高い妥

当性が確認された。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトの研究活動を通して「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」シ

ステムの設計手法が明らかになり、小規模分散型・地産地消型のバイオエタノール及びバ

イオガスの生産を中軸とするバイオマスリファイナリープロセスが示され、バイオマスリ

ファイナリープロセスを構成する各種の要素技術の開発が進展した。これらの結果により

設計されたバイオマス利活用モデルは、農業とバイオマス産業の融合をコンセプトとする

バイオマスタウンの姿を提示している。これらのモデルは、農村における未利用バイオマ

スを利用することで村のエネルギー需要と比較して十分に大きなエネルギーを供給できる

ポテンシャルがあること、環境負荷を減少させることが確認されている点から、有効性が

示されている。経済性の面では、メコンデルタの稲作地帯ではバイオエタノール生産にお

いて費用対効果の面でも有効なモデルとなり得るが、都市近郊のタイミー村ではバイオマ

スの炭化／発電プロセスのモデルの場合は自立運営で投資回収が見込まれる設計が可能で

あると判断される一方、バイオエタノール生産のモデルでは投資回収は難しいという試算

結果が出ていることから、今後の課題として低コスト化及び実用化に向けた更なる技術開

発が期待されている。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトの投入は開始当初には手続き上の遅れが生じたものの、その後は計画ど

おりに実施され、それらの投入を十分に活用した効率的な活動が行われた。その結果、上

述のとおりの達成状況を得ている。一部、研究の結果、期待された新技術の開発には至ら
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なかったものもあるが、本プロジェクトで扱う新規要素技術の開発は研究の試行錯誤の積

み重ねを必要とする難解な課題への挑戦であることから、プロジェクト研究メンバーの努

力にもかかわらずプロジェクト期間中には新技術の開発に至らない研究が一部あり得るこ

とは中間レビュー時にも予測されていたことである。日本側ベトナム側双方の関係者から

は、プロジェクト期間後半も計画に従い成果の達成に向けて関係者が努力した結果である

ことから、プロジェクト期間内の結果としては十分なレベルの達成状況であると評価され

ている。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトでは正式な上位目標やスーパーゴールは設定されていないが、将来的に

バイオマスタウンの実現や地域農業・バイオマス産業の融合システムの運用が期待される

ものである。そのような将来的な展開に向けて、本プロジェクトでベトナム初となるパイ

ロットスケールのバイオマス研究プラントが 2 カ所導入されたことは有意義であったと評

価される。また、本プロジェクトが提示したモデルの設計・評価手法、並びに界面活性剤

添加による糖化速度促進とバイオエタノール気相吸着分離などの小規模分散型バイオエタ

ノール生産を実現させるための要素技術の開発は、インパクトの高い成果であったと考え

られている。一方、小規模分散型のバイオマス活用を促進するためには、そのための具体

的な政策的支援、実用化に向けたビジネスモデル、事業化に必要な政府または民間の投資、

バイオマス利活用を念頭においた農業生産基盤や作業機械の整備、バイオマス以外の再生

可能エネルギー（小水力、太陽光など）や水環境保全技術との融合、他地域及び住民の理

解促進など、さまざまな側面から検討され、実用化に向けた道筋が示される必要がある。

なお、波及効果として、本プロジェクトのバイオマス活用に関する理解促進への貢献や、

学術面での貢献、関連機関や民間企業との連携が促進されたことなどが確認された。 

 

（５）持続性 

政策面では、ベトナム政府はバイオマス燃料の利用を本格的に推進しており、バイオマ

ス活用促進への政策的支援の継続が期待できるなか、国家グリーン成長戦略の下、本プロ

ジェクトの提示するバイオマスタウンのコンセプトや技術に直結した小規模分散型のバイ

オマス活用においても、今後更なる政策的支援が期待できる。組織財政面では、HCMUT

が Laboratory of Bioenergy and Biomass を新設し、機材購入のための 150 万米ドルの予算が

確保されていること、再生可能エネルギーの研究を進めるための Research Institute for 

Sustainable Energy（RISE）を立ち上げるべくベトナム国家大学（VNU）にプロポーザルを

提出しており、今年中の承認が期待できること、研究資金確保に向け各種プロポーザルが

提出されていること、科学技術局（DOST）の研究ファンドが利用可能であることなどか

ら、研究の継続が期待できる。技術面ではこれまでの研究の延長を行っていくうえで必要

な技術や経験はベトナム側に蓄積されたと考えられている。資機材についても現在まで適

切な管理が行われており、今後も研究に活用される予定である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因と問題点及び問題を惹起した要因 

（１）効果発現に貢献した要因 

・東大生研グループと HCMUT の協力関係はプロジェクト開始前の 2004 年から始まって

おり、良い関係性が構築されていたことが本プロジェクトの円滑な活動実施につながっ

た。 
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・各種会議が定期的に実施され、活動のマネジメントやモニタリングが効果的に行われた。

・ベトナム側の研究メンバー（特に学生や若手研究者）を技術習得や学会発表のために日

本に招聘したことは、技術移転において効果的であった。また、ベトナム側関係者が日

本のプラントを訪問する機会を設けたことは、関係者の理解促進に効果的であった。 

・日本側の若手研究者が現地に中長期滞在する体制をとるとともに、研究代表者及びコア

メンバーも頻繁に現地を訪れることで、プロジェクトの運営・進捗管理が滞りなく行わ

れた。 

・ベトナム側は責任者レベルでの人員交替はほとんどなく、中間レビュー以降は若手人材

の交替も必要 低限に減少したため、活動の実施や技術移転がスムーズに行われた。な

お、人員交替が生じた際には十分な引継ぎが行われ、影響が 小限に抑えられた。 

 

（２）問題点及び問題を惹起した要因 

・ベトナム側カウンターパート（C/P）機関の若手人材の雇用の慣例上、人員交替は避け難

い状況にあり、プロジェクト前半ではプラントのスタッフ 3 名の交替が生じた際には活

動の実施に影響を及ぼした。 

・ベトナム側の会計年度における予算申請のスケジュールの問題で、2010 年度の予算が確

保できず、投入に遅れが生じた。その際、日本側の予算措置が必要となったとともに、

ベトナム側 C/P は予算の捻出とその手続きが大きな負担となった。 

・タイミー村のプラント用地の取得においては、ベトナムの土地管理に関する法律が複雑

であり、用地手続きなど C/P 側も初めての経験であったことから、時間を要した。 

・バイオ班の研究活動においては、当初ベトナム側では機材が不足しており、サンプルを

日本に送って試験をするなどの手間や時間を要した。その後 2011 年に機材が入ってから

は改善された。 

 

３－４ 提 言 

（１）本プロジェクトの成果を踏まえた研究の発展継続 

本プロジェクトの実施を通じ、ベトナム南部地域において、稲わら等の未利用バイオマ

スからのバイオエタノール生産及び家畜排せつ物等の廃棄物系バイオマスからのバイオガ

ス生産の複合化を中心とした「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」システムの

有効性が実証された。同時に、実用化に向けて当面取り組むべき課題も明らかになった。

HCMUT はこれらに取り組むべく、RISE の立ち上げ準備を進めており、一部予算は既に

確保されている。 

ベトナム側研究機関は、このような機会を生かし、本プロジェクトで得られた成果を踏

まえた実用化に向けての課題解決に学術的な観点から挑戦していくことが期待される。ま

た、RISE 等今後の取り組みには ITB 等 HCMUT 以外の関係研究機関も参加できるよう配

慮することも重要である。 

日本側研究機関は、本プロジェクトを通じて構築されたベトナム側研究機関との共同研

究体制を生かし、引き続きベトナム側研究機関の取り組みを支援することが期待される。

 

（２）社会実装に向けた行政機関や民間企業との連携 

本プロジェクトで得られた成果を実用化していくためには、研究による課題解決のほか

に、民間企業の参入や農民自身の取り組みが必要である。このためには、ベトナム中央政

府や各省政府、人民委員会による民間企業や農民に対する補助金配付等政策的な誘導も有
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効な手段となり得る。また、民間企業への積極的な情報公開による事業化の促進も、本プ

ロジェクトの成果の有効活用につながる。 

RISE 等今後の取り組みにおいては、行政機関、民間企業との連携も十分意識して取り組

みを進める必要がある。 

 

（３）アジア近隣諸国との連携強化 

近年 ASEAN 諸国では、サトウキビ、キャッサバ、ジャトロファ、アブラヤシなど、さ

まざまなバイオマス原料からのバイオ燃料生産・利用に関する研究開発が精力的に進めら

れており、バイオ燃料に対する需要も拡大している。今後は、さらに効率的かつ実用的な

システムの開発をめざして、日越のみならず、近隣アジア諸国との情報交換、連携にも力

を入れていっていただきたい。また、本プロジェクトで設置されたパイロットプラント施

設は、ベトナム国内及び近隣 ASEAN 諸国の関連バイオマスプロジェクトにオープンラボ

として広く開放されることが望まれる。 

 

３－５ 教 訓 

（１）既存の人的交流を基礎としたプロジェクト形成の有効性 

本プロジェクトにおけるベトナム側の主体的な取り組み（人的・予算的貢献）は他の技

術協力プロジェクトと比しても特筆すべき点。研究機関は、行政機関に比してコアとなる

人材の異動が少ないこともあるが、本プロジェクト開始前から構築されてきた両者の緊密

な人的なネットワークに負うところが大きい。 

今後の地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）案件形成においても、事前に両

研究機関間でどれだけ人的ネットワークが構築されているか、より重要視されるべきであ

る。 

 

（２）現地の事情を熟知した人材の投入 

（１）の要因に加え、言葉を含む現地事情に精通した調整員の配置も本プロジェクトの

成功要因のひとつであると考えられる。このような人員の育成や確保は今後も引き続き重

要である。 

 

（３）インターネット電話サービス等を利用した密な進捗共有体制の構築 

本プロジェクトでは日々の進捗、報告、相談を電子メールやインターネット電話等で頻

繁に行い、パイロットプラントにはウェブカメラを設置して、日本側がスムーズにモニタ

リングできる体制を構築した。これらの工夫は円滑な共同研究の実施に貢献した。 

 

（４）相手国の会計年度を考慮した予算計画作成の必要性 

本プロジェクト開始時には、既にベトナム側の 2010 年度の予算申請は終了していた。そ

の結果、ベトナム側のプロジェクト活動費の申請が行えず、プロジェクト活動に遅れが生

じた。これに対応するため、日本側、ベトナム側双方で予算確保に取り組んだが、そのた

めの調整や手続きが大きな負担となった。プロジェクトの計画時点で、相手国の予算申請

スケジュールも考慮に入れた予算計画をたてる必要性がある。 
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Terminal Evaluation Summary Sheet 

1.  Outline of the Project 

Country: Socialist Republic of Vietnam Project Title: Project for Sustainable Integration of Local 

Agriculture 

and Biomass Industries 

Thematic Area: Agricultural and  

Rural development 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation (Science and 

Technology Research Partnership for Sustainable 

Development: SATREPS) 

Division in Charge: Rural 

Development Department 

Total Cost: 3.6 hundred million yen 

Project Period (R/D):  

8 October 2009 – 7 October 2014 (5 

years) 

Counterpart Agencies: Ho Chi Minh City University of 

Technology (HCMUT), Department of Science and 

Technology/People’s Committee of Ho Chi Minh City 

(DOST-HCM), Institute of Tropical Biology (ITB)/ Vietnam 

Academy of Science and Technology (VAST), Hanoi 

University of Science and Technology (HUST) 

Supporting Organizations in Japan: Institute of Industrial 

Science, The University of Tokyo (IIS-UT), Graduate School 

of Agriculture and Life Science, The University of Tokyo 

(GSALS-UT), National Institute for rural Engineering, 

National Agriculture and Food Research Organization 

(NIRE-NARO) 

Other Related Cooperation:  

1-1. Background of the Project 

While Vietnam has been industrializing after doi moi policy, agriculture is still its major 

economic sector such that 70% of the populations are engaged in agricultural activities and rice 

production for export has been increased. At the same time, rice consumption has been increased year 

by year due to continuous population increase. In addition, soil erosion and water shortage caused by 

deforestation as well as floods and draught frequently occurred in recent years have led to decrease in 

yields for crop and large number of farmers who could not ensure subsistence crops. Under these 

circumstances, formulation of appropriate agricultural production structure such as ensuring food 

security and promoting rice export is listed in government development policy. 

Moreover, electricity demand has been increased in proportion to recent economic growth in 

Vietnam, which has led to the necessity of ensuring stable supply of power and primary energy. It is 

forecasted that annual growth rates would be 4.5~5.5% for energy supply and 5.5~7.5% for its demand, 

and Vietnam would be the net importer of energy. Despite this steady economic growth, regional 

disparity between urban area and rural one where about 70% of population live has been widened. 

In order to cope with these issues which Vietnam has faced, the Government of Vietnam (GoV) 

requested support of the Government of Japan (GoJ) under the form of scientific technical cooperation 

with aiming to develop a model of “sustainable integration of local agriculture and biomass industries” 

enabling i) stable securement of food and energy, ii) prevention of global warming, iii) global 

environmental protection and improvement, and iv) livelihood improvement and poverty reduction of 
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rural residents as well as demonstrate this model. In response to this request, detailed planning survey 

team was dispatched in August 2009 and the record of discussion (R/D) on five-year technical 

cooperation project “Sustainable Integration of Local Agriculture and Biomass Industries” was signed 

in October 2009. 

 

1-2. Project Overview 

(1)  Project Purpose 

A model of “Sustainable Integration of Local Agriculture and Biomass Industries” is developed 

and demonstrated in an area of Southern Vietnam, focusing on biomass conversions for the production 

of biofuels, such as bioethanol and biogas, and bio-based materials  

 

(2)  Outputs 

A methodology for designing “Sustainable Integration of Local Agriculture and Biomass 

Industries” is developed. 

Small-scale regional biorefinery processes based on the concept of local production of biofuels 

and bio-based materials for local consumption are developed and demonstrated. 

Key technologies for biorefinery processes, including production technologies of biofuels and 

bio-based materials, are studied and developed.  

 

(3)  Inputs 

  1)  Japanese side 

Long-term Expert: 1 Project Coordinator 

Short-term Experts: 20 Experts/Researchers (1,972 days in total) 

Counterpart Training in 

Japan: 

Business Trips: 22 persons, Training in Japan: 2 persons (incl. 1 

person participated 4 times) 

Provision of Equipment: Machinery for Biorefinery Experimental Plant at HCMUT and 

Demonstration Plant at Thai My Village, office equipment such as 

copier and computer, and among others 

Local Cost: 25,994,805 JPY in total (incl. 379,700 JPY4 budgeted for JFY 2014) 

  2)  Vietnamese side 

Counterpart Personnel: 32 staff in total from HCMUT, DOST-HCM, ITB and HUST 

Land, Building, Office, 

and Facilities:  

A project office with telephone line, a building for Biorefinery 

Experimental Plant with some facilities (desks, air conditioner, 

photocopier etc), a carbonization system, 3 ovens, and land, building, 

a set of biogas system for Demonstration Plant in Thai My village 

Local Cost: Approximately 97,143,480 JPY5 including above mentioned land 

building and facilities (incl. approx.. 9,086,400 JPY6 budgeted for 

2014) 
 
 
 
 

                                                        
4 3,700 USD was converted into JPY using the average of JICA exchange rate from April to July 2014.  
5 22,644,400,000 VDN was converted into JPY using the average of JICA exchange rate for each year. 
6 1,893,000,000VDN was converted into JPY using the average of JICA exchange rate from April to July 2014. 
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2.  Evaluation Team 

Members Role Name Affiliation 

Leader Kenichiro 

KOBAYASHI 

Director, Rural Development Department, 

JICA  

Cooperation Planning Chika ASAKAWA Deputy Assistant Director, Rural 

Development Department, JICA 

Evaluation Analysis Yuki OHASHI Consultant, Tekizaitekisho LLC 

SATREPS Planning 

and Evaluation 

(Observer) 

Makie KOKUBUN Program Officer, Japan Science and 

Technology Agency (JST)/Professor of 

Tohoku University 

SATREPS Planning 

and Evaluation 

(Observer) 

Yoshimi 

UMEMURA 

Assistance Program Officer, JST 

Evaluation Period: 23 July 2014 – 7 August 2014 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3.  Results of Evaluation 

3-1. Project Performance 

(1)  Output 1: A methodology for designing “Sustainable Integration of Local Agriculture and Biomass 

Industries” is developed. 

In the Output 1, it was intended to identify a methodology of design process in the PDCA 

(Plan-Do-Check-Action) cycle to promote the utilization of biomass. 3 villages with distinct 

characteristics were chosen as target villages, the necessary basic data including the information about 

each village and the technologies of biomass utilization was collected and organized, the material and 

energy flow in the case which biomass industry was incorporated in each village was analyzed and 

evaluated, and then a model scenario of biomass utilization system (Biomass Town Model) was 

designed and evaluated for each village. As for Thai My Village, more detailed analysis was conducted 

using the results of experiments in paddy fields. As a result, a methodology for designing a system for 

“Sustainable Integration of Local Agriculture and Biomass Industries” was identified, and an example 

of agriculture with biomass utilization was indicated. 

 

(2)  Output 2: Small-scale regional biorefinery processes based on the concept of local production of 

biofuels and bio-based materials for local consumption are developed and demonstrated. 

In the Output 2, it was aimed at installing and operating the Biorefinery Experimental Plant in 

HCMUT and the Demonstration Plant in a target village. Regarding the Plant in HCMUT, a biorefinery 

process of the ethanol production from rice straw was established, and as for the Demonstration Plant, a 

complex process of carbonization and power generation of lignocellulosic biomass and the methane 

fermentation process of animal manure were developed in Thai My Village. The performance of these 

processes in both Plants was confirmed as designed. Also, some research activities to minimize the 

production cost were carried out, and necessary engineering data was collected in the Plants. All 

planned activities were completed, and the results of the operation and research activities in the Plants 

were utilized for the design and evaluation of the model of biomass utilization system (Biomass Town 

Model). 
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(3)  Output 3: Key technologies for biorefinery processes, including production technologies of 

biofuels and bio-based materials, are studied and developed. 

In order to achieve the Output 3, the Project attempted to develop technologies in 1) the 

pretreatment/ saccharification of lignocellulosic biomass for bioethanol production, 2) the production of 

biofuels, functional fertilizer, animal feed, and other valuables from local biomass resources, and 3) the 

separation technologies for biorefinery. Owing to every effort made by researchers, various findings and 

new technologies were gained through the research activities. On the other hand, some of the research 

activities did not result in identifying novel technologies during the project period. It is expected to 

continue further studies in such cases, and also to advance research activities for practical application of 

the technologies developed by the Project. 

 

3-2. Analysis based on the 5 Evaluation Criteria 

(1)  Relevance 

The Project was relevant to the actual situations and needs of rural areas in Vietnam, where it is 

required to enhance measures against environmental issues and energy security, while there is abundant 

biomass accessible as energy source. It was also consistent with the policies of Vietnamese 

Government, such as the Vietnam National Green Growth Strategy, and the Japanese assistance policy 

for Vietnam. Also, the approach and contents of the Project were considered highly adequate, and the 

concept of the Project was appreciated as a suitable direction to promote biomass utilization in rural 

areas in Vietnam. Particularly, the model scenario of Biomass Town and its core pilot experimental 

plants for small-scale biomass refinery process have been getting a lot of attention both domestically 

and internationally. Therefore, it was confirmed that the Project is still highly relevant at the moment of 

the Terminal Evaluation.  

 

(2)  Effectiveness  

The Project presented a methodology for designing “Sustainable Integration of Local Agriculture 

and Biomass Industries” and small-scale regional biorefinery processes based on the concept of local 

production of biofuels and bio-based materials for local consumption, and developed some key 

technologies for biorefinery processes through the research activities. The designed model scenarios of 

biomass utilization demonstrate some pictures of Biomass Town, which represent the concept of 

“Sustainable Integration of Local Agriculture and Biomass Industries”. This model indicated its 

effectiveness, as it showed a potential to offer sufficient amount of energy comparing with the demand 

by utilizing untapped biomass in rural areas, and to reduce negative effects on the environment. As to 

the economic efficiency, a model scenario designed for a rice production area of Mekong Delta can be a 

model of bioethanol production based on the Biomass Town concept in terms of cost-effectiveness as 

well, an in the case of Thai My Village located close to urban area the model scenario with 

carbonization/ power generation process of biomass is considered likely to recover its investment costs 

under the independent administration. On the other hand, in the model scenario of bioethanol 

production process, the results of estimation showed that the investment recovery is rather difficult at 

this point. In this regard, further research for technical development to reduce costs and to apply new 

technologies into practice will be a challenge for the future. 
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(3)  Efficiency 

Although the delivery of some inputs was delayed at an earlier stage of the Project due to a matter 

of procedure, it was carried out as planned afterward and the activities were realized efficiently using 

the inputs provided by both Japanese and Vietnamese sides. Consequently, the above mentioned results 

were achieved. A part of the research works, however, did not come up with the development of novel 

technologies, as it was a challenging task and requires continuing experimental efforts. Therefore, since 

the moment of the Midterm review it was anticipated that some research activities may not accomplish 

their expected results during the project period, in spite of the effort made by researchers. Both Japanese 

and Vietnamese sides admit that the Project reached a good level of achievement through the continuous 

efforts during the project period, in accordance with its research plan. 

 

(4)  Impact 

The realization of Biomass Town and the practical operation of the system for sustainable 

integration of local agriculture and biomass industries are an expectation for the future, although an 

official overall goal or super goal is not set for this Project. Considering such overview, it is highly 

regarded that the Project installed 2 pilot-scale plants, which are the first experimental plants for 

biomass research in Vietnam. Also the model and the design methodology developed by the Project, as 

well as the novel technologies for small-scale regional biorefinery processes, such as the acceleration of 

saccharification by adding surface-activating agent and the gas-phase bioethanol adsorption/ 

concentration, are considered as significant impacts of the Project. On the other hand, in order to 

promote the small-scale regional utilization of biomass, there are various aspects to be considered to 

show a path for the practical application, such as the concrete political supports for the small-scale 

biomass utilization, business models for practical use, necessary investments from either governmental 

or private sources, preparation of a basis for agricultural production and operational machinery with the 

concept of biomass utilization, combination with other renewable energy (small-scale hydraulic power, 

solar power, etc.) and technologies for water and environmental conservation, raising awareness and 

promoting understanding in other areas and people, and so on. In addition, some positive effects of the 

Project, such as the contribution to the promotion of understandings about biomass utilization, the 

contribution in the academic point of view, the promotion of collaboration with related institutions and 

private firms, among others.  

 

(5)  Sustainability 

While the political support for the biomass utilization will remain positive, considering that the 

Vietnamese Government has moved forward with full-scale implementation of the utilization of 

biomass energy, a further political support for small-scale regional biomass utilization can be also 

expected under the Green Growth Strategy, which can more directly promote the Biomass Town Model 

and related technologies developed by the Project. In the organizational and financial aspects, HCMUT 

has established the Laboratory of Bioenergy and Biomass, and 1,500,000 US dollars budget for the 

equipment of this new laboratory has been secured. Also, it has presented a proposal to VNU for 

establishing the Research Institute for Sustainable Energy (RISE) which will develop research activities 

in renewable energy, and it is expected to be approved by the end of this year. In addition, other 

proposals have been presented for different sources of research grant, and there is an available research 

grant of DOST for the related research topics. Therefore, the continuation of the related research 
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activities can be expected. As to the technical aspect, Vietnamese researchers have gained skills and 

experiences necessary for the continuation of related research activities, through the project activities 

during the project period, and the machinery and equipment have been maintained adequately so far, 

and will be utilized continuously for research activities. 

 

3-3. Factors that have promoted or hindered the implementation of project 

(1)  Promoting factors 

 The collaboration between IIS-UT and HCMUT started in 2004, and their good relationship 

established before the beginning of the Project promoted the smooth implementation of the 

project activities.  

 Various types of meetings were held periodically to manage and monitor project activities 

smoothly. 

 The Project invited Vietnamese researchers, especially students and young researchers, to 

Japan for them to gain skills and present the results of their research, which was considered 

effective in terms of technical transfer. Also, there was an opportunity for some Vietnamese 

stakeholders to visit biomass plants in Japan, and it helped them understand better the concept 

of the Project. 

 Japanese young researchers stayed in the sites in Vietnam for medium to long period, and the 

leaders and core members visited Vietnam frequently. It promoted smooth implementation and 

management of the project activities. 

 There was almost no change occurred for the core counterpart staff members, and there were 

fewer changes of young researchers after the Midterm Review, which helped the smooth 

implementation of the project activities and technical transfer. Also, negative influence of 

changes of human resources was minimized by transferring the necessary information to 

successors adequately.  

 

(2)  Hindering factors 

 Due to the conventional forms of contract for Vietnamese young researchers, it was difficult to 

avoid the changes of human resources for the Project. In the first half of the project period, the 

change of 3 members for plant operation affected the implementation of activities. 

 Due to the timing of the commencement of the Project and the schedule of budget application 

in Vietnam, the budget for the Project was not secured for 2010, and it caused delay in the 

delivery of inputs. It required an additional measure for Japanese side, and Vietnamese side had 

to manage to raise the necessary funds by an unusual and complicated procedure.  

 As for the acquisition of land for the Demonstration Plant in Thai My Village, it was a time 

consuming process since the land management law in Vietnam is quite complicated, and it was 

also the first experience for Vietnamese C/P personnel to acquire land outside their campus. 

 In the research activities of Biological Research Group, there was insufficiency in the 

necessary equipment at the earlier stage of the Project, which required time and trouble by 

sending samples to Japan for experiments and such. It was improved after the necessary 

equipment was delivered in 2011. 
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3-4. Recommendations 

(1)  Development of further research based on the outputs of the Project 

Through this Project, a model of “Sustainable Integration of Local Agriculture and Biomass 

Industries” that focuses on converting biomass into biofuels has been developed and demonstrated in 

Southern Vietnam. However, the Project has also clarified some issues in the biofuel production process 

and technologies required for its practical use, which are necessary to be tackled after the completion of 

the Project. HCMUT is trying to launch a new institute, so called “RISE”, to tackle these issues, and the 

budget for necessary activities in RISE has been secured partly. The evaluation team appreciates the 

effort of HCMUT to enhance the sustainability of the project from the academic point of view. For other 

concerned institutes, such as ITB, it is strongly recommended to continue collaborative relationship 

with HCMUT to be able to develop their related research. In addition, the evaluation team believes that 

the Japanese research institutes will continue to support future projects planned by Vietnamese research 

institutes. 

 

(2)  Collaboration among research institutes, government agencies, and private companies toward 

practical applications 

For the practical use of the output of the Project, it is also necessary that farmers apply the 

technologies developed by the Project in their daily lives, and that private companies adopt the 

developed technologies in their businesses. Because this is not easy in practice, the central and local 

governments should adopt new policies such as subsiding initial costs to encourage farmers and 

business people to apply these technologies. In addition, disseminating the technical information about 

the Project might be effective to promote the participation of private sector. The evaluation team 

recommends that collaboration among research institutes, government agencies, and private companies 

is essential for future projects in the field of biomass in Vietnam.  

 

(3)  Strengthening of relationship with other Asian countries 

In ASEAN countries, research and development related to the production and the use of biofuels, 

which are produced from various kinds of biomass such as sugar cane, cassava, Jatropha, oil palm, etc. 

have been promoted and the demand for biofuels has also been increased in recent years. Therefore, 

exchange of views, sharing of information and cooperation with the other neighboring Asian countries 

as well as Vietnam and Japan should be strengthened in order to develop more efficient, effective and 

practical system in the future. The installed pilot-scale facilities can be widely utilized for 

biomass-related projects in Vietnam as well as in other ASEAN countries. 

 

3-5. Lessons Learned  

(1)  Importance of human relationships between the research institutions of both sides as a factor of the 

project’s success 

The active participation and hard work of Vietnamese researchers in the Project deserve special 

mention in this Terminal Evaluation Report. In addition, the financial contribution by Vietnamese side 

was appropriate in terms of the amount and timing of disbursement, except for the first fiscal year. This 

owes to the trusting relationship among the research institutes both in Vietnam and Japan built before 

the project formulation period. This shows the importance of assessing the existing relationship with 

C/P research institutes during the project formulation period for future SATREPS projects. 
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(2)  Effective information sharing through internet communication tools 

In this Project, the researchers communicated closely through email and internet telephone for 

sharing the progress and discussing issues in real time. Furthermore, the project installed web cameras 

in the pilot plants and experimental fields. It helped Japanese research institutes to monitor closely the 

situations of the Project during their absence also, and to give adequate advices in a timely manner. 

These means of communication contributed to the smooth implementation of the collaborative research. 

 

(3) Adequate budget preparation according to the fiscal year of the partner country 

When this Project launched in 2009, the Vietnamese budget application for FY 2010 had been 

already closed. Thus, Vietnamese side was unable to secure the necessary budget at the beginning of the 

project period, and this caused a delay in the delivery of inputs. In order to cope with this situation, 

Vietnamese and Japanese sides had to secure the budget in an irregular manner, and the arrangements 

and procedures were quite a burden for both sides. In order to launch projects smoothly, it is necessary 

to consider budget application schedule of the partner country during projects planning period. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 終了時評価調査の背景と目的 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）は、人口約 8,600 万人、国土面積約 33

万 km2、山岳・丘陵地帯を多く有する国である。産業構造は、ドイモイ政策後、工業化が進んで

いる一方、人口の 70%は農業に従事するなど、農業は依然としてベトナムの主要産業である。 

かつて食料輸入国であったベトナムは、現在では、国民の主食であるコメの上位輸出国となる

など、生産量の拡大に成功している。一方で、人口は増加し続けているため、その消費量も年々

増え続けている。加えて、過剰な森林伐採による土壌の流出や水不足に起因する作物の収穫量の

減少や、近年、多発する洪水や干ばつ等、特に山岳地域の多い北部地域などでは、自給用の食料

を確保できない農家が数多く存在するなど、長期的な食料の安定供給は大きな課題であり、食料

安全保障の確保とコメ輸出の促進など、適切な農業生産構造の構築が開発方針として掲げられて

いる。また、ベトナムにおいては、近年の経済成長に比例して電力需要が増大しており、電力・

一次エネルギーの確実な供給を確保する必要に迫られている。今後のエネルギー需給は、エネル

ギー供給が年率 4.5～5.5％程度の伸びに対して、エネルギー需要は年率 5.5～7.5％程度の伸びと

予測され、2015～2020 年頃にはエネルギー純輸入国になると予測されている。 

このように経済が順調に成長する一方で、都市部と人口の約 7 割が居住する農村部との地域間

格差が広がっている。これらベトナムの抱える諸課題に対し、①食料及びエネルギーの安定確保、

②地球温暖化防止、③地域環境保全及び改善、④農村地域住民の生計向上及び貧困削減対策、と

なり得る社会システムを構築することを目的とした「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融

合」システムを構築し、実証する科学技術協力が要請された。本事業は、地域住民の生活と生計

の安定及び地域の環境保全に資する研究の実施を行うものである。2009 年 8 月、科学技術協力事

業の協力内容を検討するために詳細計画策定調査団を派遣し、科学技術協力に係る協議議事録

（Minutes of Meeting：M/M）の署名を行い、2009 年 10 月 8 日にベトナム側と討議議事録（Record 

of Discussions：R/D）に署名し交換した。 

今般、プロジェクト期間の終了にあたり、これまでのプロジェクト活動実績・経緯の検証及び

評価５項目に沿った評価を行うとともに、残りプロジェクト期間の課題を確認し、提言及び教訓

を取りまとめることを目的とし、ベトナムと合同で終了時評価調査を実施した。 

 

１－２ プロジェクト概要 

１－２－１ プロジェクト名 

「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合プロジェクト」 

 

１－２－２ プロジェクト期間 

2009 年 10 月 8 日～2014 年 10 月 7 日（5 年間） 

 

１－２－３ 専門家・派遣分野 

１．東大生研（東京大学生産技術研究所：IIS-UT）グループ： 

  システム・プロセス設計及び要素技術の開発と体系化 

２．東大農学生命科学（東京大学大学院農学生命科学研究科：GSALS-UT）グループ： 
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  小規模バイオマスリファイナリーにおける生化学処理技術（含要素技術）の構築 

３．農工研（農業・食品産業技術総合研究機構農村工学研究所：NIRE-NARO）グループ： 

  バイオマス利活用が農業及び環境へ及ぼす影響の解析 

 

１－２－４ カウンターパート（C/P）機関 

１．ホーチミン市工科大学（HCMUT） 

２．ホーチミン市科学技術部局（DOST-HCM） 

３．熱帯生物学研究所（ITB） 

４．ハノイ科学技術大学（HUST） 

 

１－２－５ プロジェクト枠組み（Master Plan） 

（１）プロジェクト目標 

ベトナム南部地域において、稲わら等の未利用バイオマスからのバイオエタノール生産

及び家畜排せつ物等の廃棄物系バイオマスからのバイオガス生産の複合化を中心とした

「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」システムの有効性が実証される。 

 

（２）成 果 

１）成果１：「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」システムの設計手法が明らか

にされる。 

２）成果２：小規模分散型・地産地消型のバイオエタノール及びバイオガスの生産を中軸

とするバイオマスリファイナリープロセスが農村地域において実証される。 

３）成果３：バイオマスリファイナリープロセスを構成する新規の要素技術（稲わら、も

み殻などの農業残さ等を原料とするバイオ燃料・資材の製造技術）が研究開発される。 

 

（３）活 動 

１）成果１を達成するための活動 

1-1：農村地域における物質及びエネルギーフローの分析及び設計を行う。 

1-2：農村地域のインベントリー分析を行う。 

1-3：バイオマス利活用が地域の農業・エネルギー収支・温室効果ガス排出量、水質環境

等へ及ぼす影響を予測する。 

1-4：活動結果のデータベース化・評価を行う。 

２）成果２を達成するための活動 

2-1：ベトナム国ホーチミン市工科大学において、バイオマスリファイナリー研究プラン

トの構築と運用を行う。 

2-2：農村地域において、バイオマスリファイナリーパイロットプラントの構築と運用を

行う。 

2-3：実用プロセスの構想を明示する。 

３）成果３を達成するための活動 

3-1：バイオエタノール生産のためのリグノセルロース系バイオマスの新規前処理・糖化

技術の開発を行う。 
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3-2：バイオ燃料、機能付加飼料・肥料、高付加価値物質の製造を行う。 

3-3：バイオマスリファイナリープロセスにおける新規分離技術の開発を行う。 

3-4：開発技術を体系化（システム化）する。 

 

１－３ 合同評価調査団の構成 

＜日本側＞ 

JICA 

団  長 小林 健一郎 JICA 農村開発部水田地帯第一課 課長 

協力企画 朝川 知佳 JICA 農村開発部水田地帯第一課 職員 

評価分析 大橋 由紀 合同会社適材適所 

JST※ 
科学技術計画・評価 国分 牧衛 東北大学大学院農学研究科 教授 

科学技術計画・評価 梅村 佳美 JST 地球規模課題国際協力室 調査員 

※オブザーバー参加 

 

＜ベトナム側＞ 

Leader Prof. Ngo Manh Thang Head of Department, Department of Physical Chemistry 

Ho Chi Minh City University of Technology (HCMUT) 

Member Dr.Le Thanh Hai Vice director of Institute of National Resource and 

Environment, VNU 

Member 

 

Dr. Le Hoang Nghiem Head of Academic affair Office, HCMC University of 

Natural Resources and Environment 

 

１－４ 調査日程 

2014 年 7 月 23 日（水）～8 月 7 日（金）。 

 

日 付 
調査スケジュール 

大橋 小林／朝川 国分 梅村

7 月 23 日 水 成田→ホーチミン    

24 日 木 

 

プロジェクト専門家ヒアリング、ホーチミン市工

科大学（HCMUT プロジェクトリーダー・プロジ

ェクトマネジャー及びホーチミン市科学技術局

（DOST-HCM）局長ヒアリング、HCMUT 工学研

究グループヒアリング、HCMUT バイオマスプラ

ント視察 

   

25 日 金 熱帯生物学研究所（ITB）生物研究グループヒア

リング 

HCMUT 環境研究グループヒアリング 

   

26 日 土 収集情報整理    

27 日 日 収集情報整理    
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28 日 月 タイミー村人民委員会表敬・ヒアリング、タイミ

ー村デモンストレーションプラント視察、実験圃

場訪問、クチ郡人民委員会表敬 

   

29 日 火 追加の C/P ヒアリング、収集情報整理、合同評価

報告書（案）作成 

   

30 日 水 収集情報整理、合同評価報告書（案）作成    

31 日 木 収集情報整理、合同評価報告書（案）作成    

8 月 1 日 金 収集情報整理、合同評価報告書（案）作成 成田→ホーチミン 

HCMUT 副学長（プロジェクトリーダー）表敬、ベトナム側評価チームとの打

合せ、グループリーダーヒアリング 

2 日 土 タイミー村人民委員会表敬・ヒアリング、タイミー村デモンストレーションプ

ラント視察、実験圃場訪問、HCMUT バイオマスプラント視察、 

3 日 日 調査団内ミーティング 

4 日 月 第 5 回シンポジウム 

5 日 火 合同評価報告書 終化に向けての調査団内ミーティング、プロジェクト専門

家・ベトナム側 C/P との協議 

6 日 水 合同評価報告書 終化に向けての調査団内ミーティング、プロジェクト専門

家・ベトナム側 C/P との協議 

7 日 木 合同評価報告会、M/M 署名 

 

１－５ 調査手法 

本終了時評価調査は、日本側及びベトナム側評価チームの合同で実施された。 

①プロジェクトチーム作成・提供資料のレビュー、②プロジェクト関係者（プロジェクト専門

家、ベトナム側 C/P 機関（HCMUT、DOST-HCM、ITB）研究者・職員、その他関係者（クチ郡人

民委員会、タイミー村人民委員会）へのインタビュー、③プロジェクトサイト（HCMUT バイオ

マスプラント、タイミー村実験圃場・デモンストレーションプラント）視察を通じて、必要情報・

データの収集を行った。 

これらの情報に基づき、プロジェクト実績（投入、活動）を確認し、成果の達成状況・見込み

につき検証を行った。また、プロジェクトの実施プロセスについても確認をした。 

そのうえで、以下の評価５項目の観点からの評価を行った。 

１．妥当性：プロジェクト目標は、ベトナム側の開発政策・ニーズ、日本の援助政策と整合性

がとれているか。 

２．有効性：プロジェクト目標はどの程度達成されているか、成果との関係はどのようになっ

ているか。 

３．効率性：いかに投入が成果達成のために効率的（量、質、タイミング）に行われたか。 

４．インパクト：プロジェクトの実施による正・負の直接・間接の効果はあるか。 

５．持続性：プロジェクト終了後に、その効果がどの程度持続する見込みがあるか。 
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プロジェクト実績、実施プロセス、評価５項目ごとに、評価設問を設定した評価グリッド（和

文、英文）をまず作成した。同グリッドに基づき質問票を準備し、上記関係者に事前に配布した

うえで、インタビューを実施した。評価結果を含めた評価グリッド（和文）を付属資料として添

付する（付属資料２）。 

以上の評価結果を踏まえ、残りプロジェクト期間及びプロジェクト期間終了後の活動の運営方

針につき協議し、提言事項をまとめた。 

 

１－６ 主要面談者 

（１）ベトナム側関係者 

＜ホーチミン市工科大学：Ho Chi Minh City University of Technology（HCMUT）＞ 

Dr. Phan Dinh Tuan Project Leader, Engineering Research Group 

Vice Rector 

Dr. Le Thi Kim Phung Project Manager, Engineering Research Group 

Head of Chemical Process Engineering Department 

Faculty of Chemical Engineering 

Dr. Mai Thanh Phong Engineering Research Group 

Vice Dean, Faculty of Chemical Engineering 

Dr. Nguyen Dinh Quan Plant Leader, Engineering Research Group 

Lecturer, Faculty of Chemical Engineering 

Dr. Nguyen Phuoc Dan Regional System and Environmental Research Group 

Dean, Faculty of Environment 

Dr. Dang Vu Bich Hanh Regional System and Environmental Research Group 

Lecturer, Faculty of Environment 

 

＜ホーチミン市科学技術局（Department of Science and Technology, People’s Committee of Ho Chi 

Minh City：DOST-HCM）＞ 

Dr. Phan Minh Tan Director 

 

＜熱帯生物学研究所（Institute of Tropical Biology：ITB）＞ 

Dr. Hoang Quoc Khanh Biological Research Group 

Head of Laboratory for Microbiology 

Mr. Ngo Duc Duy Biological Research Group 

Assistant Researcher 

 

＜クチ郡人民委員会（Cu Chi District People’s Committee）＞ 

Dr. Nguyen Huu Hoai Phu Vice Chairman 

Mr. Tran Minh Hiep Specialist, Resource and Enviornment Office 

Mr. Nguyen Van Cam Vice Head, Economic Office 

Mr. Hoang Minh Thang Specialist, Economic Office 

Mr. Nguyen Hoang Nguyen Head, Local Management Office 
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＜タイミー村人民委員会（Thai My Village People’s Committee）＞ 

Mr. Bui Van Luyen Secretary 

Ms. Nguyen Thi Duc Chairperson 

 

（２）日本側関係者 

＜プロジェクト専門家／研究者＞ 

迫田 章義 プロジェクトリーダー 

東京大学生産技術研究所 教授 

望月 和博 プロジェクト専門家 

東京大学生産技術研究所 特任准教授 

五十嵐 康夫 プロジェクト専門家 

東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 

柚山 義人 プロジェクト専門家 

農業・食品産業技術総合研究機構農村工学研究所 上席研究員 

徐 東準 プロジェクト専門家 

東京大学生産技術研究所 特任助教 

鳥居 銀河 プロジェクト専門家 

東京大学生産技術研究所 学術支援職員 

中山 隆二 プロジェクト業務調整員 

 

＜在ベトナム日本国大使館＞ 

岸田 秀 一等書記官 

友寄 厚樹 二等書記官 

 

＜JICA ベトナム事務所＞ 

沖浦 文彦 次長 

三浦 愛 企画調査員 

 

＜JICA ホーチミン南部連絡所＞ 

石田 幸男 所長 

ファン・ティ・タン・ツル シニア・アシスタント 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側の投入 

2014 年 7 月 2 日時点までに以下に示す投入が日本側から実施された。各投入の詳細は付属資

料１「協議議事録（M/M）Annex 2：日本側の投入」を参照のこと。 

 

（１）専門家（研究員）の派遣 

20 名の短期専門家／研究員が合計 1,972 日派遣されている。また、1 名の長期派遣の業

務調整員が合計 1,389 日間配置されている。 

 

（２）研修員の受入れ 

業務出張（Business Trip）として 22 名の C/P が日本を訪問している（うち、2 名は 2 回、

1 名は 3 回の出張）。本邦研修としては、2 名が参加しており、うち 1 名は 4 度の本邦研修

を受けた。 

 

（３）機材供与 

HCMUT 研究プラントの機材、タイミー村デモンストレーションプラントの機材をはじ

め、コピー機やコンピューターなどのオフィス機器などを含む、合計約 144 万 3,267 米ド

ル1相当の機材が日本側から供与された。 

 

（４）在外事業強化費 

各活動の経費として日本側から支出される金額は、プロジェクト終了までに合計 25 万

4,851 米ドル（2014 年度の予算 3,700 米ドルを含む）となる予定である。 

 

２－１－２ ベトナム側の投入 

2014 年 7 月 2 日時点までに以下に示す投入がベトナム側から実施された。各投入の詳細は付

属資料１「協議議事録（M/M）Annex 3：ベトナム側の投入」を参照のこと。 

 

（１）C/P 職員の配置 

現時点で、HCMUT、DOST-HCM、ITB、HUST から合計 32 名の C/P が配置されている。 

 

（２）土地・施設・建物 

プロジェクトオフィス（電話配備あり）が HCMUT キャンパス内に確保されているほか、

HCMUT 研究プラントの建屋及び机・冷房機器・コピー機等の設備、炭化システム装置、

電気炉（3 台）がベトナム側から提供された。また、タイミー村にバイオマスデモンスト

レーションプラントの用地が確保され、プラントの建屋とバイオガスシステム一式が導入

された。 

                                                        
1 日本円やベトナムドンで購入した機材については、JICA 統制レートの各年度の平均値を用いて米ドルに換算した。 
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（３）活動経費 

プロジェクト終了までにベトナム側が支出したプロジェクト経費は、 終年度執行中の

予算 8 万 8,544.14 米ドル（18 億 9,300 万ベトナムドン）を含む合計約 110 万 1,341 米ドル2

（226 億 4,440 万ベトナムドン）（上記土地・施設・建物の経費を含む）となる予定である。 

 

２－２ 活動と成果の実績 

（１）成果１：「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」システムの設計手法が明らかにさ

れる。 

成果１の各活動の達成状況は表２－１に示すとおりである。本成果は、バイオマス利活用

を推進するための PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルにおいて、設計までをどのように

進めるべきか明らかにすることをめざすものであった。異なる地域特性をもつ 3 つの村落を

対象とした基礎データ（地域の情報やバイオマス利用技術の情報）の収集・整理が行われ、

それぞれの地域にバイオマス産業を組み込んだ場合の物質及びエネルギーフローが分析・評

価され、バイオマス利活用モデル（バイオマスタウン）が提示された。タイミー村では圃場

試験の結果を含む詳細解析も行われた。これらの結果、持続的な地域農業・バイオマス産業

の融合システムの設計をどのように進めるべきかが取りまとめられ、バイオマス利活用によ

る新たな農業の姿の例が示された。 

 

表２－１ 成果１の活動の達成状況 

活 動 達成状況 

1-1：農村地域にお

ける物質及び

エネルギーフ

ローの分析及

び 設 計 を 行

う。 

－ ベトナム南部の都市近郊型の農村であるタイミー村、メコンデルタ地域のロ

ンアン省ミーアン村、中部高地のラムドン省カド村を対象に、分析に必要な

情報を収集し、地域の利用可能なバイオマスを整理し、その資源の有効利用

方法・利用技術の選択肢を探り、その実現可能性を評価する方法で、バイオ

マス利活用モデル（バイオマスタウンモデル）が構築・評価された。 

－ プロジェクト前半では地域のモデル化や分析・設計に関する手法が検討され、

データの集積や手法の検討が進んだのち、具体的なバイオマスタウンモデル

の構築・評価が行われた。手法の検討としては、設計指針や評価軸を明確に

するためのバイオマスタウンのモデルシナリオの構造化や、東大生研

（IIS-UT）グループが開発した「バイオマスタウン設計評価支援ツール」を

ベトナムの農村を対象として利用するための調整などが行われた。 

1-2：農村地域のイ

ンベントリー

分析を行う。 

－ 上記の 3 カ所の農村を対象地域とし、行政部局や農家訪問によるインタビュ

ー調査、文献調査などにより、人口、家畜頭羽数、土地利用、水利、バイオ

マス等に関する情報あるいは情報源情報、ベトナム国及び当該地域の基本計

画、バイオガスに関わる事業制度、各種基準の情報が収集・整理された。 

1-3：バイオマス利

活用が地域の

農業・エネル

ギー収支・温

室効果ガス排

出量、水質環

境等へ及ぼす

影響を予測す

－ バイオマス利活用の推進による影響を解析するための基本モデル（バイオマ

ス利活用地域診断モデル及び水田における物質・エネルギー収支を明らかに

するためのモデル）が設計された。また、対象 3 村におけるバイオマス利用

による物質・エネルギー・キャッシュフローの解析が行われた。 

－ タイミー村については、水田において水稲の慣行栽培及び消化液の液肥利用

の比較試験が実施され、投入資材や生産物収量等のデータが収集・蓄積され

た。この圃場試験の結果を含む収集されたデータを用い、提案されるバイオ

マス利活用が地域農業、エネルギー収支、水質環境等へ及ぼす影響が分析さ

                                                        
2 JICA の統制レートの各年度の平均値を用いてベトナムドンを米ドルに換算した。 
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る。 れた。 

－ マクロな解析として、稲わらをエタノール生産に利用し、これをガソリンな

どの代替燃料とする場合の経済性及び環境影響が評価された。その結果、前

提条件として技術革新と政府の補助があれば、稲わらからのエタノール生産

が経済効果及び温室効果ガス排出量の面からメリットをもたらす可能性が示

された。 

1-4：活動結果のデ

ー タ ベ ー ス

化・評価を行

う。 

－ 1-1～1-3 の活動で得られた結果は上述の各活動において分析・評価されてい

る。 

－ 情報源情報一覧（タイトル、概要、所在）を作成した後、論文の PDF ファイ

ル、有用な PPT ファイル、短期専門家「農村社会経済環境調査計画」の報告

書、IIS-UT グループが構築した「バイオマスタウン設計評価支援ツール」（DB

を含む）、インタビューで得られた情報、水質・土壌等の分析結果などをフォ

ルダーに分けて格納し、研究成果が体系的に整理されている。 

 

（２）成果２：小規模分散型・地産地消型のバイオエタノール及びバイオガスの生産を中軸とす

るバイオマスリファイナリープロセスが農村地域において実証される 

成果２の各活動の達成状況は表２－２に示すとおりである。成果２では、HCMUT 研究プ

ラントや対象となる農村のデモンストレーションプラントを設置・稼働することを目指して

いる。HCMUT 研究プラントでは稲わらを原料とするバイオエタノールのリファイナリープ

ロセス、タイミー村デモンストレーションプラントでは木質バイオマスの炭化／発電複合プ

ロセスと家畜排泄物のメタン発酵のプロセスが構築され、両プロセスともに設計に沿った性

能が確認された。また各プラントでは、生産コストを下げるための研究や、必要な工学デー

タの収集が行われた。予定していた活動はすべて完了しており、プラントでの調査・研究の

結果はバイオマス利活用モデル（バイオマスタウンモデル）の設計・評価に活用された。 

 

表２－２ 成果２の活動の達成状況 

活 動 達成状況 

2-1： HCMUT にお

いて、バイオ

マスリファイ

ナリー研究プ

ラントの構築

と 運 用 を 行

う。 

－ HCMUT 研究プラントは 2011 年 1 月に完成し、試運転、現地の研究者・運転

スタッフへの技術指導を経て、本格稼働に至り、設計に沿った性能が確認さ

れた。 

－ 本研究プラントでは、稲わらを原料とし、アルカリ含浸を前処理として、そ

の後、同時糖化発酵（Simultaneous Saccharification and Fermentation：SSF）に

よりエタノールが生産される。分離精製には回分式蒸留塔を用いるが、蒸留

の熱源として、バイオマスボイラー（もみ殻炭化装置からの排熱回収型）を

利用できる構成となっている。 

－ 生産コストの大部分を占める酵素やケミカルといった副資材のコストが問題

となることから、①安価かつ合理的な代替栄養源の検討、②アルカリのリサ

イクルによる効果、③SSF における効率的な酵素糖化反応のコントロールに

関する研究が本研究プラントで行われ、それぞれ有用な研究結果が得られて

いる。 

2-2：農村地域にお

いて、バイオ

マスリファイ

ナリーパイロ

ットプラント

の構築と運用

－ タイミー村デモンストレーションプラントは、2012 年 4 月に着工し、2013 年

1 月にすべての工事が完了した。 

－ 本プラントは、木質バイオマスの炭化／発電複合プロセスと家畜排泄物のメ

タン発酵を併設する構成となっている。 

－ バイオガスプロセスは、週に 5 日の牛糞投入が長期間継続して行われると同

時に、炭化／発電プロセスにて物質・エネルギー収支をはじめとする必要な
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を行う。 工学データを収集するための運転が定期的に実施され、設計に従った性能が

確認された。 

2-3：実用プロセス

の構想を明示

する。 

－ 調査研究から得られた実用化に向けた改善点は、常に活動の中で示されると

ともに、論文や口頭発表により明示された。 

 

（３）成果３：バイオマスリファイナリープロセスを構成する新規の要素技術（稲わら、もみ殻

などの農業残さ等を原料とするバイオ燃料・資材の製造技術）が研究開発される。 

成果３の各活動の達成状況は表２－３に示すとおりである。本成果では、バイオエタノー

ル生産のためのリグノセルロース系バイオマス新規前処理・糖化、バイオ燃料、機能付加飼

料・肥料、高付加価値物質の製造、バイオマスリファイナリープロセスにおける新規分離技

術の技術開発がめざされた。各研究者の尽力の結果、それぞれの研究で新たな知見や技術が

得られた。その一方、フクロタケやヒラタケを用いた稲わらのスロー前処理・糖化技術等、

プロジェクト期間内には新規技術開発に至らなかった研究もあり、それらについては今後の

研究継続やこれまでの研究結果の実用化が期待されている。 

 

表２－３ 成果３の活動の達成状況 

活 動 達成状況 

3-1：バイオエタノ

ール生産のた

めのリグノセ

ルロース系バ

イオマス新規

前処理・糖化

技術の開発を

行う。 

－ 当初予定されていたフクロタケやヒラタケを用いた稲わらのスロー前処理の

検討が行われたが、菌処理によるスロー前処理は化学的前処理に比べては効

率が悪く現時点では実用化は難しいと判断された。 

－ ベトナム式稲わら積み上げにおける微生物解析のための研究が行われた。そ

の結果、易分解性物質が比較的好気的条件で分解されているにすぎないこと

が分かった。また、フクロタケ栽培後の稲わらの有効利用、すなわち、廃菌

床を用いたバイオエタノール生産を検討したが、廃菌床ではセルロース成分

が減少していることが判明したため、当該成分を用いることは実際的ではな

いと判断された。 

－ ベトナムにおける糖化酵素生産微生物の取得のための研究が行われた。本研

究ではセルラーゼを標的とした微生物のスクリーニングが行われ、セルラー

ゼ活性を有する微生物は複数株単離できたが、当該微生物あるいは微生物叢

をセルラーゼの源として利用する段階には至っていない。 

－ アルカリ処理を行った稲わらを、pH を戻すことなくそのまま堆肥化するため

の実験が行われた。その結果、アルカリ処理後の稲わらをそのまま堆肥化し

ても、堆肥化そのものは充分に進捗することが判明した。 

3-2：バイオ燃料、

機 能 付 加 飼

料・肥料、高

付加価値物質

の 製 造 を 行

う。 

－ HCMUT 研究プラントにおける稲わらからの合理的なバイオエタノール生産

に関する研究や、バイオガスダイジェスターを中心とする多様なエネルギー

の生産の実証をとおして、合理的な収率・エネルギー効率によるバイオ燃料

生産技術が提案された。 

－ タイミー村に設置されたバイオマス炭化ガス化プロセスから得られる副産物

である木酢液を有効利用することが検討された。木酢液の防虫剤としての効

果についてさまざまな植物を用いて調査されたが、プロジェクト期間中には

木酢液の効果の濃度依存性等から効果発現のメカニズム解明には至らなかっ

た。 

－ 消化液の水田での液肥としての利用について、タイミー村の水田で実証が行

われた。研究の結果、モデル解析と栽培試験を通じて、どのような方法をと

ればビジネス性が高く環境保全にもつながるか、問題解決の方向性が確認さ
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れた。 

－ 高付加価値物質の製造については、初期段階でプロジェクト期間内には生産

のための要素技術の開発までは難しいと判断され、機能付加肥料の研究に焦

点があてられた。 

3-3：バイオマスリ

ファイナリー

プロセスにお

ける新規分離

技術の開発を

行う。 

－ 小規模分散型バイオエタノール生産を実現させるための、簡便かつ効率的な

分離濃縮法を開発するため、分子篩カーボンを用いたバイオエタノール濃縮

プロセスが提案された。研究の結果、分子篩カーボンは脱着濃縮に適した吸

着剤であると判断され、小規模分散型バイオエタノール生産との組み合わせ

の有効性が示された。 

－ 竹炭の分子篩性能の評価と家電型バイオガス分離技術の研究では、安価かつ

簡便に使えるバイオガス分離用の分子篩カーボンの開発が行われた。研究の

結果、竹炭はバイオガス分離に非常に有効であることが分かった。また、ベ

トナム産竹炭による小型家電型バイオガス分離装置（PSA 装置）の開発及び

実証試験が行われ、バイオガスの有効利用度を向上させることに成功した。

－ 臭気や健康上の問題を緩和するため、バイオガス生産における適用可能かつ

安価な硫化水素除去プロセスの開発が行われた。研究の結果、赤泥及び酸化

鉄ナノ粒子は市販の脱硫剤よりも高い性能を有することが分かり、これらを

コスト・交換頻度・サイトの硫化水素の濃度や発生量に応じて設計する必要

があることが分かった。 

－ ベトナムで安価に入手できる廃棄物系等吸着剤を用いた吸着分離技術の開発

が行われた。研究の結果、竹炭が二酸化炭素とメタンの分離性能が良いこと

が分かった。 

3-4：開発技術を体

系化（システ

ム化）する。 

－ 計画どおりの技術体系に沿った成果が示された。 

 

２－３ 実施プロセス 

（１）活動の実施状況 

「２－２ 活動と成果の実績」で示した各活動はおおむね計画どおりに実施された。大型

施設（HCMUT 構内の試験研究用パイロットプラント及びタイミー村に設置したデモンスト

レーションプラント）についても、ベトナム側予算で建てられた両建屋を含め、当初の計画

から大きな変更、遅延などは発生せず、計画どおりの実施であった。各研究分野においては、

研究を進めるなかで具体化された状況に従い、一部当初想定されていなかった展開もあった

が、いずれも大筋の研究計画に沿っており、大きな変更や遅れは生じていない。 

 

（２）実施体制 

本プロジェクトの各活動は、日本側各グループとベトナム側 C/P 機関が表２－４に示すと

おりの分担で実施した。合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）は 4 回開催さ

れ、プロジェクト実施状況の報告と今後の方針決定が行われた。活動の運営・実施において

は、下記の会議が設けられ、プロジェクトの進捗管理、各課題における研究活動及び結果の

共有や議論が積極的に行われた。 

－ 研究運営委員会（Steering and Operational Committee：SOC）：プロジェクト運営委員会と

して日越主要メンバー（日越プロジェクトリーダー、日越各研究グループリーダー等）

から構成されており、プロジェクトの全体的な運営に関わる事項の協議のため、プロジ

ェクト期間中 16 回実施された。 
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－ プロジェクトミーティング（Project Meeting：PM）：日越双方、各研究グループからの発

表が行われ、研究内容の詳細を含めた進捗報告やデータ等が報告された。各グループ内

での協議にとどまらず、他グループの進捗や状況の共有も図られた。若手研究者も積極

的に参加し、日越双方が英語で発表・意見交換ができる機会でもあり、5 年間で合計 17

回実施された。 

－ 現地月例会議：専門家が不在の際も、C/P 側が独自に月例会議を実施した。各グループ

のリーダーを中心に研究活動の進捗報告、今後の計画の報告・共有、適宜協議が行われ

た。 

 

表２－４ 研究項目と実施体制 

 研究項目 日本側 ベトナム側 

１ システムの設計・評価   

１－１ 
農村地域における物質及びエネルギーフロー
の分析及び設計 

東大生研（IIS-UT）グ
ル ー プ ・ 農 工 研
（NIRE-NARO）グル
ープ 

HCMUT・DOST
１－２ 農村地域のイベントリー分析 

１－３ 
バイオマス利活用が地域の農業、エネルギー
収支、温室効果ガス排出量、水質環境等へ及
ぼす影響の予測 

１－４ 活動結果のデータベース化・評価 
２ プロセスの計画・設計・構築・運転   

２－１ 
地域分散型バイオマスリファイナリープロセ
スの開発（HCMUT パイロット機） 

IIS-UT グループ 
HCMUT 

２－２ 農村地域における実証試験（タイミー村） HCMUT・DOST
２－３ 実用プロセスの構想明示 HCMUT 
３ 要素技術の開発・体系化   
３－１ スロー前処理・糖化 東 大 農 学 生 命 科 学

（GSALS-UT）グルー
プ 

ITB 

３－２ 機能付加飼料・肥料、高付加価値物質の生産 HCMUT・HUST

３－３ 
バイオマスリファイナリープロセスにおける
分離技術 

IIS-UT グループ HCMUT 

３－４ 開発技術の体系化 
GSALS-UT グ ル ー
プ・IIS-UT グループ 

ITB・HUST・ 
HCMUT 

出所：プロジェクト終了報告書 

 

（３）関係者間のコミュニケーション・情報共有 

上述の各種会議に加えて各専門家来越時は各グル―プごとの協議が行われ、必要なコミュ

ニケーション・情報共有が行われた。また、専門家が不在の間も日々の進捗、相談、報告に

関しては電子メールやインターネット電話、携帯電話を通じて頻繁なやり取りが行われた。

プロジェクトオフィスの壁一面に大きなスケジュールボードを設置し、プロジェクト全体や

各グループの計画・進捗の情報共有を行ったり、パイロットプラントやデモプラントにウェ

ブカメラや Skype 等のインターネットによるコミュニケーションツールを設置し、安全管理

や運転技術の指導も含め、共同研究が円滑に実施されるための工夫がなされた。 

 

（４）技術移転の方法 

本プロジェクトは原則として日本とベトナムが一体となり、共同研究として取り組まれた。

実験室規模の研究や計算を主体とする研究は明確に分担して実施されたものもあるが、ほと
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んどは両者の密接な共同研究の結果として得られたものであった。そのような体制の下、ベ

トナム側 C/P の新たな技術の習得が必要とされた場合には、現地での専門家による直接の技

術指導や、ベトナム側 C/P の日本への出張や研修による技術移転が行われた。それにより、

モデルの設計・評価の手法や技術、プラントの運用全般やバイオエタノールやバイオガスの

精製等に係る工学技術、生物学的研究の手法などの専門的な技術から、プロポーザルの作成

やプロジェクトの運営・マネジメントなど、研究の実施・管理に必要な基礎的なノウハウま

で、広範にわたる技術・ノウハウが強化された。 

 

（５）中間レビューの提言への対応状況 

中間レビュー時の提言について、以下のような対応がなされた。 

 

提 言 中間レビュー以降の対応状況 

１）科学技術の側面：成果の一層の達成

に向けて、後半期間にシステム設計

構築及び要素技術の研究に取り組む

こと 

後半期間も各グループがそれぞれの研究に尽力し、

前節「２－２ 活動と成果の実績」で示したとおり

の達成状況を得ている。 

２）C/P の継続的関与：若手研究者の交替

は 小限とすること、HUST の参画を

促進すること 

後半期間においては、人員交替は 小限に抑えられ

た。また、HUST は木酢液の利用に関する研究にお

いてプロジェクト活動に参画している。 

３）研究継続のための予算確保：C/P の中

心メンバーは適切なタイミングで予

算確保のためのプロポーザル作成を

準備すること 

後半期間では C/P の中心メンバーにより、プロポー

ザルの作成及び提出が行われた（詳細は、第３章「３

－５ 持続性」を参照のこと）。 

４）バイオマス利用に係る地域住民への

啓発：環境保全の観点に基づいた効

率的かつ効果的なバイオマス活用に

ついてタイミー村の地域住民への啓

発を継続すること 

後半期間では、住民、主に自治会に対する説明は機

会があるごとに実施された。また、2014 年 3 月に

はタイミー村の住民に対してのプロジェクト紹介

（タイミー村を想定したバイオマスタウンモデル

を含む）や実施状況を報告する会合が行われ、86
名の参加を得た。 

５）タイミー村デモンストレーションプ

ラントの用地について：用地の借用

期限の延長に係る必要な手続きにつ

いて確認すること 

現時点では 2017 年までの借用契約であり、5 年ご

との契約更新が一般的となっている。その後も国有

地であることから自治体の支援を受けている以上、

本プラントの用地に関する問題は生じないと考え

られている。 

６）日本側とベトナム側の今後の協力関

係について：プロジェクト終了後の

双方の協力体制の在り方について議

論を始めること 

双方によるプロジェクト終了後の協力体制につい

ては議論が行われてきており、双方の協力継続に向

けた意欲は高い。本プロジェクト開始前から続いて

いる IIS-UT グループと HCMUT の協力体制は今後

も継続予定であるほか、更なる連携体制や研究資金

の確保が模索されている。 
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第３章 評価５項目による評価結果 
 

３－１ 妥当性 

以下に示す点から、本プロジェクトの妥当性は引き続き高いことが確認された。 

 

（１）ベトナム及び農村地域におけるニーズとの整合性 

産業発展により高まる環境への負荷、エネルギーの安定確保の必要性等において対策が求

められているなか、稲作・畜産など農業を中心とした産業構造をもつベトナムの農村におい

ては、稲わら等原料として入手が容易なバイオマス資源が豊富に存在している。このような

対象地域の状況は、詳細計画策定調査や中間レビュー以降も変化は生じておらず、バイオマ

スを有効利用しながら環境やエネルギーの課題に貢献するために「持続可能な地域農業・バ

イオマス産業の融合」をめざす本プロジェクトの意義は、現時点においても引き続き高いと

いえる。また、エタノール精製の原料として稲わらに注目した取り組みは、農業廃棄物の再

利用や食料の安全保障の面でも、リグノセルロース系のバイオマス活用のメリットは高いこ

とからも、本プロジェクトは対象地域の現状やニーズとの整合性が高い。 

 

（２）ベトナム政府の政策との整合性 

ベトナム政府は気候変動対策と同時に持続可能な発展を目的とした「国家グリーン成長戦

略（National Green Growth Strategy）」を 2012 年 9 月に承認した。本戦略は適切かつ高度な技

術の適用による自然資源の効率的な利用や温室効果ガスの削減をめざし、再生可能エネルギ

ーの活用や、環境に配慮したグリーン産業やグリーン農業、持続可能な消費の促進等を戦略

としている。また、具体的な対策として、持続可能な生産や消費に関するモデル、エコシテ

ィーや環境にやさしい農村モデルの実践を促進し、技術的な支援を行うことなどに言及して

いる。本プロジェクトはこれらの戦略に貢献する事業として整合性が高い。 

また、中間レビュー時に引き続き、現行のベトナム政府の政策である「第 9 次社会経済開

発 5 カ年計画（2011～2015 年）」や「農業生産マスタープラン（～2020 年）・ビジョン（～2030

年）」との整合性が確認されている。 

 

（３）日本側の政策との整合性 

日本側 ODA 政策においては、2012 年 12 月付の「対ベトナム社会主義共和国 国別援助方

針」では、重点分野として「エネルギー安定供給」「農村・地方開発」「気候変動等の脅威へ

の対応」が掲げられており、引き続き本プロジェクトの整合性が確認されている。 

 

（４）手段としての適切性 

本プロジェクトのアプローチや計画内容は適切であったことが日本側、ベトナム側各関係

者から確認されている。また、本プロジェクトのバイオマスタウンを基本としたコンセプト

についても、ベトナムの農村地域でのバイオマス利用を促進する適切な方向性であることが

高く評価されている。特に、バイオマスタウンのモデルシナリオとその中核となる小規模バ

イオマスリファイナリープロセスのパイロット試験施設は既にベトナム国内外から大きな注

目を浴びている。よって、該当分野の開発課題に貢献する手段としての適切性が認められる。 
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３－２ 有効性 

第２章「２－２ 活動と成果の実績」で示したとおり、本プロジェクトの研究活動を通して「持

続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」システムの設計手法が明らかになり、小規模分散型・

地産地消型のバイオエタノール及びバイオガスの生産を中軸とするバイオマスリファイナリープ

ロセスが示され、バイオマスリファイナリープロセスを構成する各種の要素技術の開発が進展し

た。これらの結果により設計されたバイオマス利活用モデルは、農業とバイオマス産業の融合を

コンセプトとするバイオマスタウンの姿を提示している。 

モデルは農村における未利用バイオマスを利用することで村のエネルギー需要と比較して十

分に大きなエネルギーを得ることができるポテンシャルを示しており、また環境負荷を減少させ

ることが確認されている点から、有効性が示されている。さらに、メコンデルタの稲作地帯のミ

ーアン村におけるモデルでは、稲作の規模や畜産の拡大の可能性から、費用対効果の面でも有効

なバイオマスタウンのコンセプトに基づくバイオエタノール生産のモデルとなり得ることが確認

されている。都市近郊の農村であり、より小さな規模の稲作と畜産を特徴とするタイミー村の場

合では、バイオマスの炭化／発電プロセスのモデルについては、自立運営で投資回収が見込まれ

る設計が可能であると判断されている。一方、外部からの化石燃料の投入を行わないバイオエタ

ノールプロセスによるモデルについては、化石エネルギー（CO2 排出）の削減効果は高いが、本

プロジェクトで研究を行ったコスト削減技術を実装したと仮定しても、投資回収は難しいという

試算結果が出ており、今後の課題として低コスト化及び実用化に向けた更なる技術開発が期待さ

れている。 

 

３－３ 効率性 

本プロジェクトの投入は開始当初には手続き上の遅れが生じたものの、その後は計画どおりに

実施され、それらの投入を十分に活用した効率的な活動が行われた。その結果、第２章「２－２ 

活動と成果の実績」で示したとおりの達成状況を得ている。一部、研究の結果、期待された新技

術の開発には至らなかったものもあるが、本プロジェクトで扱う新規要素技術の開発は研究の試

行錯誤の積み重ねを必要とする難解な課題への挑戦であることから、プロジェクト研究メンバー

の努力にもかかわらずプロジェクト期間中には新技術の開発に至らない研究が一部あり得ること

は中間レビュー時にも予測されていたことである。日本側ベトナム側双方の関係者からは、プロ

ジェクト期間後半も計画に従い成果の達成に向けて関係者が努力した結果であることから、プロ

ジェクト期間内の結果としては十分なレベルの達成状況であると評価されている。 

活動の実施及び成果の発現を促進または阻害した要因としては、以下の点が確認されている。 

・東大と HCMUT の協力関係はプロジェクト開始前の 2004 年から始まっており、良い関係性が

構築されていたことが本プロジェクトの円滑な活動実施につながった。 

・各種会議が定期的に実施され、活動のマネジメントやモニタリングが効果的に行われた。 

・ベトナム側の研究メンバー（特に学生や若手研究者）を技術習得や学会発表のために日本に招

聘したことは、技術移転において効果的であった。また、ベトナム側関係者が日本のプラント

を訪問する機会を設けたことは、関係者の理解促進に効果的であった。 

・日本側の若手研究者が現地に中長期滞在する体制をとるとともに、研究代表者及びコアメンバ

ーも頻繁に現地を訪れることで、プロジェクトの運営・進捗管理が滞りなく行われた。 

・ベトナム側 C/P 機関の若手人材の雇用の慣例上、人員交替は避け難い状況にあり、プロジェク
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ト前半ではプラントのスタッフ 3 名の交替が生じた際には活動の実施に影響を及ぼした。しか

し、責任者レベルでの交替はほとんどなく、若手人材の交替も中間レビュー以降は必要 低限

に減少したため、後半は人員交替の大きな影響はなく、活動の実施や技術移転がスムーズに行

われた。なお、人員交替が生じた際には十分な引継ぎが行われ、影響が 小限に抑えられた。 

・ベトナム側の会計年度における予算申請のスケジュールの問題で、2010 年度の予算が確保でき

ず、投入に遅れが生じた。その際、日本側の予算措置が必要となったと同時に、ベトナム側 C/P

は予算の捻出とその手続きが大きな負担となった。 

・タイミー村のプラント用地の取得においては、ベトナムの土地管理に関する法律が複雑であり、

用地手続きなど C/P 側も初めての経験であったことから、時間を要した。 

・バイオ班の研究活動においては、当初ベトナム側では機材が不足しており、サンプルを日本に

送って試験をするなどの手間や時間を要したが、2011 年に機材が入ってからは改善された。 

 

３－４ インパクト 

本プロジェクトでは正式な上位目標やスーパーゴールは設定されていないが、将来的にバイオ

マスタウンの実現や地域農業・バイオマス産業の融合システムの運用が期待されるものである。

そのような将来的な展開に向けて、本プロジェクトでベトナムで初となるパイロットスケールの

バイオマス研究プラントが 2 カ所導入されたことは有意義であったと評価されている。また、本

プロジェクトが提示したモデルの設計・評価手法、並びに界面活性剤添加による糖化速度促進と

バイオエタノール気相吸着分離などの小規模分散型バイオエタノール生産を実現させるための要

素技術の開発は、インパクトの高い成果であったと考えられている。 

一方、小規模分散型のバイオマス活用を促進するためには、そのための具体的な政策的支援、

実用化に向けたビジネスモデル、事業化に必要な政府または民間の投資、バイオマス利活用を念

頭においた農業生産基盤や作業機械の整備、バイオマス以外の再生可能エネルギー（小水力、太

陽光など）や水環境保全技術との融合、他地域及び住民の理解促進など、さまざまな側面から検

討され、実用化に向けた道筋が示される必要がある。 

これまでの本プロジェクトの波及効果としては、以下の点が確認されている。 

・本プロジェクトを通して日本とベトナム、またはベトナム内の各関係機関の連携が強化されて

おり、将来的にもその関係性を維持した効果的な研究の継続が期待できる。 

・本プロジェクトを通して、代替エネルギーの研究開発及び政府のエネルギー政策の諮問機関で

もあるエネルギー研究所（Institute of Energy Science）との関係が構築され、政府〔商工省（MOIT）〕

の代替エネルギープログラムが支援する研究助成にバイオマス活用のテーマも対象として含

まれることとなった。 

・本プロジェクトに対する多くのマスコミの取材や、民間企業や大学等研究機関等の各種団体の

訪問（プロジェクト期間中、合計 82 団体 780 名）があり、国内外で注目されている。また、

本プロジェクトは 5 回のシンポジウムを開催し、多くの政府関係者や研究者、ホーチミン周辺

の省などから参加があった。これらにより、ベトナムにおけるバイオマス活用に関する理解促

進に広く貢献しているといえる。 

・本プロジェクトの研究結果については、論文、国際学会及び主要な国内学会での講演や口頭発

表、ポスター発表などをとおして公表されており、当該分野の研究に広く貢献している。また、

日越合わせて 28 名の学士、19 名の修士、2 名の博士が本プロジェクトの研究テーマに関する
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学位を取得した。 

・本プロジェクトの研究を通して、ITB では嫌気的環境で生育できる微生物の取扱いができるよ

うになった。これにより、ベトナム国内で扱える生物圏が広がったこととなり、今後さまざま

な研究に技術が活用されることが期待されている。 

・HCMUT の研究プラントは学生の授業にも活用されており、大学における学習内容の強化に貢

献した。 

・本プロジェクトの技術に関心をもつベトナムの民間企業から HCMUT に対し協力の依頼があり、

HCMUT 研究プラントにおいて本プロジェクトの技術を活用した米糠からのアルコール製造の

研究が行われる予定である。 

 

３－５ 持続性 

以下の点から、本プロジェクトの持続性が確認された。 

 

（１）政策・制度面 

ベトナム政府は 2015 年から全国でバイオエタノール 5 ％混合ガソリンの販売・利用を義務

づける計画を進めるなど、バイオ燃料の利用を本格的に推進していることから、大枠のエネ

ルギー政策においてバイオマス活用促進への政策的支援の継続が期待できる。また、国家グ

リーン成長戦略の下、各省庁により関連プログラムが展開されることから、本プロジェクト

の提示するバイオマスタウンのコンセプトや技術に直結した小規模分散型のバイオマス活用

においても、今後更なる政策的支援が期待できる。 

制度面では、バイオマス活用に特化したことではないが、ものづくりや安全性など産業の

展開に必要な規制が十分に整備されていないことが指摘される。また、森林管理との組み合

わせによるバイオマス利用モデルの推進においては、森林資源のアクセス・活用が制限され

ているため、十分な検討が必要である。 

 

（２）組織・財政面 

ベトナム側 C/P 機関が引き続きバイオマス活用に向けた研究を継続するための組織・財政

面については、HCMUT では Laboratory of Bioenergy and Biomass が新設されており、ベトナ

ム政府から機材購入のための 150 万米ドルの予算が確保されている。このラボの活動計画に

本プロジェクトで導入した 2 カ所のパイロットプラントの活用計画が組み込まれている。研

究予算としては、別途、最低でも 5 万米ドルを確保すべくベトナム国家大学（VNU）に申請

されている。また、HCMUT では再生可能エネルギーに関連するさまざまな研究を進める目

的で、関連する各学部・研究室から構成される RISE を立ち上げるべく、VNU にプロポーザ

ルを提出しており、同大学との詰めの議論が進められていることから、今年中に承認される

ことが期待できる。そのほかにも研究予算確保に向けた各種プロポーザルを提出しており、

研究の継続が期待できる。 

ITB については、来年度の研究内容や予算については科学技術院（VAST）が優先度に従っ

て決定するためどのような規模で継続できるかは現時点では不明であるが、上記の RISE が

承認されれば、HCMUT との連携を継続し、本プロジェクトで実施してきた研究を実施して

いくことが検討されている。 
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さらに、DOST が管理する調査研究ファンドには環境・気候変動を対象としたものがあり、

これをプロジェクト活動に関連した調査研究の継続に活用することが可能である。HCMUT

は既に本プロジェクトのパイロットプラントにおける研究計画を含めたプロポーザルを

DOST に提出しており、今後の協議により研究テーマを具体化することが予定されている。 

 

（３）技術面 

技術面では、日本側ベトナム側双方の関係者によると、これまでの研究の延長を行ってい

くうえで必要な技術や経験はベトナム側に蓄積されたと考えられている。資機材についても

現在まで適切な管理が行われており、今後も研究に活用される予定となっている。 
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第４章 結 論 
 

本プロジェクトはベトナムにおける安定的なエネルギー確保、環境保全、持続的開発などのさ

まざまな開発課題に対し、解決策のひとつとなり得る小規模分散型のバイオマス利用のモデルや

新規技術を提示した点から、妥当性及び有効性が確認された。また、日本側ベトナム側双方の良

好な関係、適切なマネジメント、コミュニケーションや情報共有の工夫、双方研究者の尽力など

により効率的に活動が行われた点や、シンポジウムや訪問者の受け入れなどを積極的に実施した

ことによりベトナムにおけるバイオマス活用に関する理解促進に貢献した点が高く評価される。

持続性の面では、HCMUT では本プロジェクトに関連した研究の継続のための方策が検討され、

一部予算も確定している。更なる予算確保や体制強化に向けてプロポーザルを作成・提出してい

るほか、DOST 等の研究予算が確保できる可能性は十分にあり、関係者の引き続きの尽力により

必要な研究が継続されることが期待できる。これらのことからプロジェクト目標は着実に達成さ

れてきたと評価できる。なお、要素技術の開発においては、一部の先進的な研究で本プロジェク

ト期間内に新技術の特定には至らなかったものや、実用化に向けて更なる研究が必要とされてい

るものもあることから、今後の研究活動の継続が期待される。さらに、本プロジェクトの成果を

活用し、将来的にバイオマスタウンのモデルや小規模分散型のバイオマス利用を実現させるとい

う点においては、コンセプトやモデル（及び設計手法）の普及、経済性の面での更なる分析・検

討を含め、今後さまざまな側面からの検討が必要とされている。 
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第５章 提 言 
 

（１）本プロジェクトの成果を踏まえた研究の発展継続 

本プロジェクトの実施を通じ、ベトナム南部地域において、稲わら等の未利用バイオマス

からのバイオエタノール生産及び家畜排せつ物等の廃棄物系バイオマスからのバイオガス生

産の複合化を中心とした「持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合」システムの有効性

が実証された。同時に、実用化に向けて当面取り組むべき課題も明らかになった。 

HCMUT はこれらに取り組むべく、RISE の立ち上げ準備を進めており、一部予算は既に確

保されている。 

ベトナム側研究機関は、このような機会を生かし、本プロジェクトで得られた成果を踏ま

えた実用化に向けての課題解決に学術的な観点から挑戦していくことが期待される。また、

RISE など今後の取り組みには ITB 等 HCMUT 以外の関係研究機関も参加できるよう配慮す

ることも重要である。 

日本側研究機関は、本プロジェクトを通じて構築されたベトナム側研究機関との共同研究

体制を生かし、引き続きベトナム側研究機関の取り組みを支援することが期待される。 

 

（２）社会実装に向けた行政機関や民間企業との連携 

本プロジェクトで得られた成果を実用化していくためには、研究による課題解決のほかに、

民間企業の参入や農民自身の取り組みが必要である。このためには、ベトナム中央政府や各

省政府、人民委員会による民間企業や農民に対する補助金配付等政策的な誘導も有効な手段

となり得る。また、民間企業への積極的な情報公開による事業化の促進も、本プロジェクト

の成果の有効活用につながる。 

RISE など今後の取り組みにおいては、行政機関、民間企業との連携も十分意識して取り組

みを進める必要がある。 

 

（３）アジア近隣諸国との連携強化 

近年 ASEAN 諸国では、サトウキビ、キャッサバ、ジャトロファ、アブラヤシなど、さま

ざまなバイオマス原料からのバイオ燃料生産・利用に関する研究開発が精力的に進められて

おり、バイオ燃料に対する需要も拡大している。今後は、さらに効率的かつ実用的なシステ

ムの開発をめざして、日越のみならず、近隣アジア諸国との情報交換、連携にも力を入れて

いっていただきたい。また、本プロジェクトで設置されたパイロットプラント施設は、ベト

ナム国内及び近隣 ASEAN 諸国の関連バイオマスプロジェクトにオープンラボとして広く開

放されることが望まれる。 
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第６章 教 訓 
 

（１）既存の人的交流を基礎としたプロジェクト形成の有効性 

本プロジェクトにおけるベトナム側の主体的な取り組み（人的・予算的貢献）は他の技術

協力プロジェクトと比しても特筆すべき点。研究機関は、行政機関に比してコアとなる人材

の異動が少ないこともあるが、本プロジェクト開始前から構築されてきた両者の緊密な人的

なネットワークに負うところが大きい。 

今後の地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）案件形成においても、事前に両研

究機関間でどれだけ人的ネットワークが構築されているか、より重要視されるべきである。 

 

（２）現地の事情を熟知した人材の投入 

（１）の要因に加え、言葉を含む現地事情に精通した調整員の配置も本プロジェクトの成

功要因のひとつであると考えられる。このような人員の育成や確保は今後も引き続き重要で

ある。 

 

（３）インターネット電話サービス等を利用した密な進捗共有体制の構築 

本プロジェクトでは日々の進捗、報告、相談を電子メールやインターネット電話等で頻繁

に行い、パイロットプラントにはウェブカメラを設置して、日本側がスムーズにモニタリン

グできる体制を構築した。これらの工夫は円滑な共同研究の実施に貢献した。 

 

（４）相手国の会計年度を考慮した予算計画作成の必要性 

本プロジェクト開始時には、既にベトナム側の 2010 年度の予算申請は終了していた。その

結果、ベトナム側のプロジェクト活動費の申請が行えず、プロジェクト活動に遅れが生じた。

これに対応するため、日本側、ベトナム側双方で予算確保に取り組んだが、そのための調整

や手続きが大きな負担となった。プロジェクトの計画時点で、相手国の予算申請スケジュー

ルも考慮に入れた予算計画を立てる必要性がある。 
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２．評価グリッド

 

1．実績の検証 

評価設問 
判断基準・方法/必要なデータ 情報源1 データ収集方法 

大項目 小項目 

アウトプット

の 達 成 状

況 

成果１： 

「持続可能な地域農業・バ

イオマス産業の融合」シス

テムの設計手法が明らかに

される。 

1-1： 農村地域における物質及びエネル

ギーフローの分析及び設計を行う。 

（パイロットプラントを設置する農村地域に

おけるバイオマスの種類と賦存量、エネル

ギー収支の分析が示され、バイオマスリフ

ァイナリーシステムが設計される。） 

東大生研グループ、農工研

グループ、HCMUT、DOST 

文献・聴取・質問票

1-2： 農村地域のインベントリー分析を行

う。 

（調査対象の農村地域におけるバイオマス

利活用の計画・評価のための地域インベ

ントリーが調査・解析される） 

農工研グループ、HCMUT、

DOST 

文献・聴取・質問票

1-3： バイオマス利活用が地域の農業・エ

ネルギー収支・温室効果ガス排出量、水

質環境等へ及ぼす影響を予測する。 

（提案されるバイオマス利活用が普及した

場合の、地域の農業の変貌が推察され、

エネルギー収支、温室効果ガス排出量、

水質負荷量の変化が計算される。） 

東大生研グループ、農工研

グループ、HCMUT、DOST 

文献・聴取・質問票

1-4： 活動結果のデータベース化・評価を

行う。 

（1-1～1-3 の結果により総合的な評価が

行われ、結果の一部はデータベース化さ

れる） 

東大生研グループ、農工研

グループ、HCMUT、DOST 

文献・聴取・質問票

成果２： 

小規模分散型・地産地消

型のバイオエタノール及び

バイオガスの生産を中軸と

するバイオマスリファイナリ

ープロセスが農村地域にお

いて実証される。 

2-1： HCMUT において、バイオマスリファ

イナリー研究プラントの構築と運用を行う。

（ホーチミン市工科大学において実験棟が

設置され、バイオマスからのエタノール生

産を中核とするバイオマスリファイナリーシ

ステムが構築され、運転が開始されるととも

に、肥料/飼料、機能性食品原料等の同

時生産プロセスの検討が可能となる。） 

東大生研グループ、HCMUT 文献・聴取・質問票

2-2： 農村地域において、バイオマスリフ

ァイナリーパイロットプラントの構築と運用

を行う。 

（調査対象とする農村においてパイロットプ

ラントが設置され、バイオマスからエタノー

ルやバイオガスを生産し、それら物質を循

環させるバイオマスリファイナリーシステム

が構築され、運転が開始される。） 

東 大 生 研 グ ル ー プ 、

HCMUT、DOST 

文献・聴取・質問票

2-3： 実用プロセスの構想を明示する。 

（2-1～2-2 の結果がとりまとめられ、実用

化のために必要な改良点が示される。） 

東大生研グループ、HCMUT 文献・聴取・質問票

成果３： 

バイオマスリファイナリープ

ロセスを構成する新規の要

素技術（稲わら、もみ殻など

の農業残さ等を原料とする

バイオ燃料・資材の製造技

術）が研究開発される。 

3-1： バイオエタノール生産のためのリグノセル

ロース系バイオマス新規前処理・糖化技術の開

発を行う。 

（ベトナム国に存在するカビ・キノコ類の微

生物の利用を念頭に置いた前処理技術・

糖化技術が提案される。） 

東大農学生 命科学グルー

プ、ITB 

文献・聴取・質問票

3-2： バイオ燃料、機能付加飼料・肥料、高付

加価値物質の製造を行う。 

（合理的な収率・エネルギー効率でバイオ

燃料が生産される技術が提案されるととも

に、飼料・肥料などとして残さを有効に地

域循環利用する仕組みの構築に資する技

術が確立される。） 

東大農学生 命科学グルー

プ、HCMUT、HUST 

文献・聴取・質問票

3-3： バイオマスリファイナリープロセスにおける

新規分離技術の開発を行う。 
東大生研グループ、HCMUT 文献・聴取・質問票

                                                  
1 情報源については、欄内に示すものの他に全ての調査項目において次の資料を基礎情報として確認する。1．詳細計画策定調査報告書

（及び R/D、マスタープラン）、2．中間レビュー報告書、3．年次毎の実施報告書及び終了報告書、4．終了時評価用事前作成資料 
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（バイオエタノールやバイオガスの精製過

程において、高効率・省エネルギーな分

離技術が提案される。） 
3-4： 開発技術を体系化（システム化）する。 

（3-1～3-3 の開発技術の体系化が行われ

る。） 

東大農学生 命科学グルー

プ、東大生研グループ、ITB、

HUST、HCMUT 

文献・聴取・質問票

プロジェクト

目 標 の 達

成見込み 

ベトナム南部地域におい

て、稲わら等の未利用バイ

オマスからのバイオエタノー

ル生産及び家畜排せつ物

等の廃棄物系バイオマスか

らのバイオガス生産の複合

化を中心とした「持続可能

な地域農業・バイオマス産

業の融合」システムの有効

性が実証される。 

各アウトプットの達成状況 東大生研グループ、東大農

学生命科学グループ、農工

研 グ ル ー プ 、 HCMUT 、

DOST、ITB、HUST 

文献・聴取・質問票

ベトナム側

の 投 入 実

績 

カウンターパート職員 ・ プロジェクトダイレクター 

・ プロジェクトマネジャー 

・ サブプロジェクトマネジャー 

・ 技術・管理スタッフ（HCMUT、DOST・

DARD、ITB） 

・ 技術スタッフ（HUST） 

・ その他 

HCMUT、DOST、ITB、HUST 文献・聴取 

施設・建物 ・ HCMUT 内のプロジェクト事務所施設 

・ 電気・水道・ガス・電話等の設備 

・ HCMUT 内の研究プラント及び農村に

設置するデモンストレーションプラントの

土地・建物・電気・水道・ガス等 

・ その他 

HCMUT、タイミー村 文献・聴取 

機材、活動経費 投入実績データ HCMUT、タイミー村 文献・聴取 

日 本 側 の

投入実績 

専門家（研究員） ・ 長期専門家： プロジェクト調整員 1 名 

・ 短期専門家：システム・プロセス開発（東

大生研）、バイオ燃料生産技術（東大生

研）、微生物学（東大農学生命科学）、

環境影響調査（農工研）、 

プロジェクト調整員、東大生

研、東大農学生命科学、農工

研 

文献・聴取 

機材供与 以下の活動に必要な資機材 

・ HCMUT におけるバイオマスリファイナリ

ープロセスの研究 

・ 農村に設置するデモンストレーションプ

ラント 

・ その他 

プロジェクト調整員 文献・聴取 

研究員の受け入れ 投入実績データ プロジェクト調整員 文献・聴取 

在外事業強化費 投入実績データ プロジェクト調整員 文献・聴取 

 

2．実施プロセス 

評価設問 
必要な情報・データ 情報源2 

データ収集

方法 大項目 小項目 

活 動 実 施 状

況 

活動は計画通りに実施され

たか 

実施時期、達成度、進捗状況、進捗に影

響を与えた問題等 

年次研究計画書、専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

プ ロ ジ ェ ク ト

の実施体制 

マネジメント体制は適切に

機能しているか 

意思決定の方法（必要な関係者が含まれ

ているか、適切なタイミングで行われてい

るか等）、指示系統が機能しているか 

JCC 議事録、専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

プロジェクト関係者の責任や役割分担が

関係者にとって明確になっているか 

専門家、C/P 文献・聴取 

                                                  
2 情報源については、欄内に示すものの他に全ての調査項目において次の資料を基礎情報として確認する。1．詳細計画策定調査報告書

（及び R/D、マスタープラン）、2．中間レビュー報告書、3．年次毎の実施報告書及び終了報告書、4．終了時評価用事前作成資料 



－69－

 

関係者間のコミュニケーシ

ョンは適切にとられている

か 

情報交換/コミュニケーションの方法・頻

度（JCC、進捗報告、定例会議等各種会

合の開催実績）、共有されている情報 

JCC 議事録、専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

実施機関や C/P のオーナ

ーシップは十分か 

C/P の参加度、投入実績、ベトナム側担

当事項の実施状況 

専門家、C/P 文献・聴取 

プロジェクトの進捗モニタリ

ングは適切に行われている

か 

モニタリングの方法・頻度、モニタリング結

果が関係者間で共有され次の活動に活

かされているか 

専門家、C/P 文献・聴取 

技 術 移 転 の

方法 

技術移転の達成目標・手

法が明確か、方法に問題

はないか 

C/P に対する技術移転の達成目標、手

法、達成状況、満足度、課題 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

人 材 の 配 置

状況 

配置されている専門家は適

切な人材か、十分に活動に

従事しているか 

プロジェクト活動への参加方法・頻度、専

門家間での役割分担 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

配置されているC/Pは適切

な人材か、十分に活動に従

事しているか 

C/P人材の職制(所属先、専門性等）の適

切性、プロジェクト活動への参加方法・頻

度 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

ターゲットグ

ル ー プ や 関

係 組 織 の 参

加度・認識 

農村に設置するデモンスト

レーションプラントの関係者

はプロジェクトの活動を十

分に理解し、活動に参加し

ているか 

各関係者の活動への理解、参加方法・頻

度、参加実績 

専門家、C/P、タイミー村関係者 文献・聴取 

中間レビュー

提 言 へ の 対

応状況 

(1) 科学技術の側面 成果の一層の達成に向けて、後半期間

にシステム設計構築及び要素技術の研

究が行われたか 

専門家、C/P 文献・聴取 

(2) C/P の継続的関与 若手研究者の交替は最小限となったか、

HUST の参画が促進されたか 

専門家、C/P 文献・聴取 

(3) 研究継続のための予

算確保 

C/P の中心メンバーは適切なタイミングで

予算確保のためのプロポーザル作成を準

備したか 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

(4) バイオマス利用に係る

地域住民への啓発 

環境保全の観点に基づいた効率的かつ

効果的なバイオマス活用についてタイミ

ー村の地域住民への啓発が継続された

か 

専門家、C/P、タイミー村関係者 文献・聴取・

質問票 

(5) タイミー村デモンストレ

ーションプラントの用地

について 

用地の借用期限の延長に係る必要な手

続きについて確認されたか 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

(6) 日本側とベトナム側の

今後の協力関係につ

いて 

プロジェクト終了後の双方の協力体制の

在り方について議論が始められているか 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

その他、実施

過 程 で 生 じ

ている問題、

効 果 発 現 に

影 響 を 与 え

た要因等 

中間レビュー以降、現時点

までに何らかの課題が生じ

ているか、生じた課題に対

してどのように対処している

か 

活動の実施状況、課題の現状、課題への

対処状況、今後の見通し 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

 

3．評価 5 項目 

評

価

項

目 

評価設問 

必要な情報・データ 情報源3 
データ収集

方法 大項目 小項目 

妥
当
性 

必要性 プロジェクトはベトナムの

社会や対象地域のニーズ

に合致しているか、事前

評価・中間レビューで確

認された必要性の状況に

持続可能な地域農業・バイオマス産業

の融合に関するニーズ、取り組み等最

新の動向、対象地域の現況・課題 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

                                                  
3 情報源については、欄内に示すものの他に全ての調査項目において次の資料を基礎情報として確認する。1．詳細計画策定調査報告書

（及び R/D、マスタープラン）、2．中間レビュー報告書、3．年次毎の実施報告書及び終了報告書、4．終了時評価用事前作成資料 
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変更はないか 

優先度 ベトナムの開発政策との

整合性はあるか 

最新の政策において整合性に変化がな

いか 

国家バイオ燃料開発計画案、第

9 次社会経済開発 5 ヶ年計画

（2011-2015）、農業生産マスタ

ープラン、専門家、C/P 

文献・聴取・

質問票 

日本の ODA 政策との整

合性はあるか 

日本の援助政策、国別援助計画との整

合性に変化がないか 

現行の対ベトナム国別援助計画 文献・聴取 

手 段 と し て

の適切性 

プロジェクトのデザイン・ア

プローチはプロジェクト目

標達成のための手段とし

て適切か 

プロジェクトのデザイン・アプローチの適

切性、当初計画からの変更の有無、実

績の検証結果 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

パイロット地域（村）の選

定は適切であったか 

活動の展開状況、当初計画からの変更

の有無、実績の検証結果 

専門家、C/P 文献・聴取 

その他 政府による関連事業、他

ドナーによるプロジェクト、

他の JICA 事業等との連

携・デマケは明確に示さ

れているか、相乗効果が

生じているか 

バイオマス利用に関する政府や他ドナ

ーの取り組み状況、本件との関連性、連

携による活動の実施状況 

専門家、C/P、該当する政府・他

ドナー事業の関連文書 

文献・聴取 

プロジェクト開始後、プロ

ジェクトを取り巻く環境（制

度・政策面、社会・経済動

向等）の変化はないか 

実施機関の組織変革、プロジェクトの位

置付けの変化、他ドナーによる類似プロ

ジェクトの開始の有無、社会・経済状況

の変化等 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

有
効
性 

プロジェクト

目標の達成

見込み 

プロジェクト目標は達成が

見込まれるか 

実績の検証結果 実績の検証結果 文献・聴取・

質問票 

プロジェクト目標達成の貢

献要因は何か 

実績の検証結果、関係者所感 実績の検証結果、専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

プロジェクト目標達成を阻

害する要因は何か 

実績の検証結果、関係者所感 実績の検証結果、専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

アウトプット

とプロジェク

ト目標達成

の因果関係 

アウトプットはプロジェクト

目標を達成するために十

分か 

実績の検証結果 実績の検証結果 文献・聴取・

質問票 

効
率
性 

アウトプット

の産出 

アウトプットの産出状況は

適切か 

実績の検証結果 実績の検証結果 文献・聴取・

質問票 

アウトプットの産出に貢献

した要因は何か 

実績の検証結果、関係者所感 実績の検証結果、専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

アウトプットの産出を阻害

した要因は何か 

実績の検証結果、関係者所感 実績の検証結果、専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

活動とアウト

プ ッ ト 産 出

の因果関係 

アウトプットを産出するた

めに十分な活動であった

か 

実績の検証及び実施プロセスの分析結

果 

実績の検証及び実施プロセスの

分析結果 

文献・聴取 

投入のタイ

ミング・質・

量 

活動を行うために過不足

ない量・質の投入が、適

切なタイミングで供給され

たか 

投入の実績及び実施プロセスの分析結

果、投入の過不足やタイミングによる活

動への影響 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

イ
ン
パ
ク
ト 

長期的目標

の達成見込

み 

プロジェクトの効果として、

バイオマスタウンの実現

や地域農業・バイオマス

産業の融合システムの運

用が見込まれるか 

実績の検証結果 実績の検証結果 文献・聴取・

質問票 

長期的な発展を阻害する

要因があるか 

阻害する要因の有無 専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

波及効果 プロジェクトの効果として

何らかの正負のインパクト

が見込まれるか 

政策の策定や法律・制度・基準などの

整備への影響 

専門家、C/P、タイミー村関係者 文献・聴取・

質問票 

対象地域やターゲットグループ全体へ

の影響 

自然環境、ジェンダー、人権、貧富など

社会・文化的側面への影響 
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持
続
性 

効果の持続

性 

プロジェクトが目指してい

る効果はプロジェクト終了

後も持続することが見込

めるか 

実績の検証結果 実績の検証結果 文献・聴取・

質問票 

C/P 、 タ ー

ゲ ッ ト グ ル

ープの持続

性 

組織体制：活動を円滑に

実施できる組織体制・人

材配置があるか 

各 C/P 機関の組織・人員体制の現状及

び今後の見込み 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

財政面：活動を円滑に実

施するに足る予算が確保

されているか 

各 C/P 機関の現在までの予算状況及

び今後の見込み 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

意思決定プロセス：活動

を円滑に実施するに足る

意思決定のプロセスは機

能しているか 

各 C/P 機関の意思決定の状況 専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

技術面：プロジェクト実施

に必要な技術を有してい

るか 

各 C/P 機関の技術習得度、機関内の

新人に対する技術研修体制等 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

資機材：必要な資機材は

適切に維持管理されてい

るか 

各 C/P 機関の資機材の管理状況、維

持管理のための予算確保状況 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

オーナーシップは確保さ

れたか 

各 C/P 機関のこれまでの参加・貢献

度、今後の活動計画の有無等 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

政 策 ・ 制 度

面からみた

持続性 

政策持続性 プロジェクト終了後も地域農業とバイオ

マス産業の融合を推進する政策支援が

継続するか 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

規制・法制度整備 地域農業とバイオマス産業の融合を推

進するために必要な規制・法制度は整

備されているか 

専門家、C/P 文献・聴取・

質問票 

社会実装の可能性 研究結果の将来的な社会実装に向け

た道筋が検討されているか 

専門家、C/P 文献・聴取 

環境社会配

慮からみた

持続性 

社会・文化的側面 社会・文化的側面への負の影響が活動

継続に支障をきしていないか 

専門家、C/P、タイミー村関係者 文献・聴取・

質問票 

社会的弱者への配慮 女性、貧困層、社会的弱者への配慮不

足が持続的効果を妨げていないか 

専門家、C/P、タイミー村関係者 文献・聴取・

質問票 

環境面 環境への負の影響は活動を継続する上

で支障とならないか 

専門家、C/P、タイミー村関係者 文献・聴取・

質問票 
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